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内容梗概 
 
人類が豊かな生活を営むために、継続して運用される生産設備（例えば、石油精
製、化学、製鉄プラント）および大規模インフラストラクチャー(例えば、上下水道、
電力、ガス、通信)の産業プラントは、20 世紀における急激な経済発展に相応した
需要の増大に対応すべく、Scrap and Build による新規の建設が次々と行なわれてき
た。 
その後、二度のオイルショックを経た高度経済成長後の安定経済、また近年のグ
ローバル経済の下では、より厳密に新規投資に対する費用対効果が問われるように
なり、生産能力の増大を目指した闇雲なプラントの新規建設ではなく、いかに既存
の設備を効率よく運用し、かつ、事故なく継続的に運転を行なうかが重要となって
きている。 
 
従来では、既存のプラントの維持・改善よりも、新規プラントの建設に重点が置
かれ、作られた設備のメンテナンスが時として軽んじられる風土が見られた。しか
しながら昨今では、プラント内設備の事故または故障等を原因とした突発的な停止
が発生した場合、経済的な損失といった面のみならず、製品顧客または最終ユーザ
ーに対する信用喪失といった無形の損失にも目が向けられ、メンテナンスの重要性
が認識されることとなってきた。 
一方、メンテナンスの計画に際しては、既存のプラントを効率良くメンテナンス
を行い、かつ、起こりうる事故を事前に予知または推定することの困難さと、産業
プラントを構成するシステムの複雑さから、メンテナンスに対する定量的な判断指
標に不足していたのが実情である。 
 
社会的に重要な役割を持つ産業プラントでは、長時間の連続運転が常に要求され、
何らかの理由で産業プラントを停止させることは、停止時の社会的な影響とその費
用が非常に大きいことも重なり、容易ではない。しかしながら、産業プラントを停
止させずに連続して運転を継続した場合、劣化した設備の故障リスクが時間の経過
と共に次第に高まることは容易に理解できる。 
更に、事故または設備の故障により産業プラントが突然計画外に停止した場合の
損害は、計画されたプラント停止時に必要となる費用に比較すると莫大なものとな
りうることもまた容易に推測できる。 
 
一般的に産業プラント内にある各種設備は、メンテナンスを行わない場合には時
間と共に経年劣化し、いずれは重大な故障や破損を発生する。一方、メンテナンス
を適切に行えば、非常に長い寿命を有するものが多い。従って、産業プラントの予
期せぬ停止を回避するためにも適切なメンテナンスの実施は必要不可欠である。 
 
内容梗概 
 
 II
ここで、産業プラントを構成する各種機器資材の中で重要な位置を占める電気設
備のメンテナンスに着目し、これらのメンテナンスに際してはどのような要求事項
があり、またどのように行なわれているかに焦点を当てる。 
 
電気設備のメンテナンスは、従来では、産業プラントに対する法律・規制で決め
られた期間内、かつそれぞれの電気設備メーカーのメンテナンス推奨時期に応じて
実行される、時間基準保全  (Time Based Maintenance: TBM)が主流であった。しかし
ながら、このような TBM では、個々の電気設備メーカーのメンテナンス推奨時期
が全て同時期に揃うことはありえず、産業プラントを構成する全電気設備のメンテ
ナンス時期をメーカー推奨時期として統一することは困難である。 
実態としては、先ず過去の経験に基づいてメンテナンス間隔を定め、推奨メンテ
ナンス時期までに余裕がある電気設備の早めのメンテナンスと、一部の電気設備に
対しては、推奨メンテナンス時期を過ぎた状態で使用することを容認し、大多数の
電気設備を集中してメンテナンスを行う必要があった。 
 
そのために、TBM では必ずしもすべての電気設備に適したタイミングでのメン
テナンスが行われなかったために、電気設備の故障発生リスクを十分に低減する
ことは不可能であった。その TBM の欠点を補うメンテナンスの考え方として、電
気設備の状態を常に監視し、その状態監視から故障リスクが高まった際にメンテ
ナンスを行う状態監視保全 (Condition Based Maintenance: CBM)が提案されている。
CBM は、特にその故障がシステム全体に与える影響が大きい設備を中心に導入例
が多い。 
 
近年は信頼度を重視したメンテナンスの重要性に対する認識が高まり、個々の設
備単位での考え方にとどまらず、システム全体の効果的なメンテナンスを行う信頼
度重視保全 (Reliability Centered Maintenance: RCM)という考え方に基づいたメンテ
ナンスが提案されている。 
産業プラント内には多数の電気設備が存在し、各々が直列的または並列的に接続
されている。1 台の電気設備の故障が即プラントの停止に繋がる場合もあれば、複
数台の故障が発生して初めてプラントの停止に繋がる場合もある。このような複雑
かつ多彩な現象を人力で過不足なく検討することは事実上不可能である。 
 
本論文では、RCM の考え方に基づいた産業プラントの最適なメンテナンス間隔
を決定する手法を新たに提案する。また同時に、産業プラント内電気設備では、プ
ラント全体の信頼度向上を目的に、多くの冗長性を考慮した電気系統の構築がなさ
れている。それにより、電気設備内での突発的な事故または故障時に産業プラント
が全停止するリスクを低減し、プラント全体の信頼度の向上を目指している。しか
しながら、冗長性を考慮したことにより設置する電気設備が増加すれば、それだけ
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事故または故障のリスクが増大することも考慮する必要がある。そこで、プラント
全体信頼度と戦略的なメンテナンス計画の観点から、最適な設備冗長を考察する。 
 
本論文の第 1 章では、産業プラントの社会における位置付けを簡単に振り返り、
その発展の経緯と共に、産業プラントの継続的運転の重要性から設備管理への注目
が高まる中で、産業プラント設備の重要な構成要素である電気設備のメンテナンス
思想の状況を述べる。その変遷において、プラントの継続的運転と経済的な観点か
ら、いかにして効率的なメンテナンスを実現するかが注目されてきている現状を述
べる。 
 
 第２章では、電気設備メンテナンス計画の検討を進めるに際して重要な要素とな
る、信頼度の基礎的な考え方を整理し、電気設備が産業プラント全体の信頼度に与
える影響と、設置される個々の電気設備それぞれの信頼度の状況とその表し方につ
いて述べる。 
 
 ついで第３章では、産業プラントが停止する場合にどのような費用が発生するか
を定量的に考察する。プラントの停止が事前に計画され、経済的な影響度を最小限
に抑えた場合に発生する費用と、事故・故障といった突発的な計画外に発生する費
用は自ずと異なってくる。突発的な計画外の停止は、個々の電気設備の事故または
故障の発生確率と系統構成が係ることで生じるプラントの全停止であり、個々の電
気設備の信頼度とプラント全体信頼度が大きく係ってくることを示す。また、プラ
ント全体の信頼度を考慮することで、事前に計画されたプラントの停止と、計画外
の停止を比較検討する手法についてまとめる。 
また、第２章でのプラント全体の信頼度と停止における費用とを融合することで、
プラント全体信頼度のコスト化を計り、メンテナンス実施間隔の定量的な判断指標
の概念を示すと共に、簡易産業プラントモデルを使用することで事前に計画された
プラントの停止と、計画外の停止における発生費用の比較検討を行ない、最適なメ
ンテナンス間隔決定の基本的な手順を実証する。 
 
 第４章では、第３章でのメンテナンス実施間隔の定量的な判断指標の概念と簡易
産業プラントモデルによる手順に基づき、その拡張として実際の産業プラントにお
ける大規模複雑な電気設備モデルを対象として最適メンテナンス間隔決定手法に
ついて提案し、メンテナンス間隔計画への適用に資するものである。 
ここでは新たにモンテカルロ法の導入と、グラフ理論に基づいた電源と各電気設備間
の電源供給経路探索手法を適用することで、大規模複雑系産業プラント電気設備へ
の拡張を実証する。 
 
 第５章では、産業プラントの電気設備として重要な役割を占めている自家発電設
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備を対象として、プラント全体の信頼度向上を進める上で採用されている発電設備
の冗長度が、どのようにメンテナンス計画に影響しているかを信頼度の観点から比
較評価を行ない、プラントの自家発電設備の導入・メンテナンス計画に対する示唆
について紹介する。 
 
 最後に、第６章では、各章で得られた結論から、産業プラントの継続的運転の必
要性と重要性を認識した上で、冗長性を含んだ全体電気系統における電気設備のメ
ンテナンス計画に対し、経済的・定量的な指標を提示することで得られた結論と知
見についてまとめる。 
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第1章 序論 
 
 
 
 
 
1.1 はじめに 
 
産業プラントとは、「何らかの人為的な作用により、将来にわたって継続的に付
加価値を生み出す機能を発揮するために配置されまたは組み合わされた装置、工作
物、その他の機械の複合体をいう。」と定義され、また、次のような3つの条件全
てを満たす製品であると定められている。 
・ 生産設備または大規模社会資本施設であること。 
・ 特定の地点または領域内において当該地域の文化・社会に応化するよう設
計、建設等され、機能すること。 
・ 恒常的な運用および将来にわたる付加価値の創出を想定して設計・建設等
されていること。 
（平成14年プラント・エンジニアリング産業懇談会資料による） 
 
ここで定義されたように、産業プラントには、人類が豊かな生活を営むために、
継続的に運用される生産設備および大規模インフラストラクチャーがこれにあた
る。またこれらは、当該地域においての文化・社会に応化しながら、恒常的に運用
され、長く付加価値を創出することが求められる。 
 
そのなかで、石油精製、化学、製鉄といった人類を取り巻く消費財の基幹部分を
担う産業プラントは、立地している国・地域の文化に相応した最終消費財への最適
な基礎素材を生み出すべく日々改善が図られてきた。そのためには、求められる消
費財に対する原料として、継続して供給を行なう運用が重要であると共に、その製
品としての付加価値が必要であることは言うまでもない。したがって、それに向け
た継続的な努力として、その時代での最先端の技術の適用と不断の改善・改良が必
要であり、旺盛な消費の増加に対応すべく基礎素材産業プラントの大容量化がなさ
れてきた。以下に、石油化学の基幹素材であり石油化学プラントの米とも言うべき、
日本国内におけるエチレンの年ごとの生産量の変化を図1-1に示す。 
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出典：石油化学工業協会資料 日本の石油化学の歩み 
図 1-1 エチレン生産量の変遷 
Fig. 1-1 Transition of Ethylene Output 
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図に示されるように、年度ごとにおける生産量は、1973年まで高度成長期に相ま
って国内消費の増大と輸出の増加によりいわゆる右肩上がりに増加し、オイルショ
ック、第2次オイルショックでの一時的な落ち込み、バブル経済での調整を経なが
ら1999年に生産量史上最高を記録した。その後、国内消費の成熟と輸出競争力の衰
退から、微増または、減少に転じてきている。 
石油化学プラントでのプロセスフローにおいて、エチレンプラントの下流側に位
置する各種の化学プラントの生産量は、上流側であるエチレンプラントの生産量に
準じてほぼ同様の変化を示している。 
 
また、エチレンプラントは、プラント内機器を構成する基本素材である鉄の技術
的発展を基盤として、タンク、タワーといった重要構成機器の大容量化が可能とな
り、結果として表1-1に示すごとくプラントの大規模化が進められてきた。 
 
 
表 1-1 発足時期順に見た日本のエチレンコンビナートの生産能力 
Table 1-1 Capacity of Ethylene Complex（Japan）  
出典：高岡短期大学紀要 
コンビナート エチレン 
メーカー 
操業開始時期 エチレン生産能力
(千ｔ／年) 
備考 
岩国・大竹 三井化学 Ｓ．３３ ( ９２) 旧三井石油化学､Ｈ．４休止､Ｈ．９廃業
愛媛 住友化学工業 Ｓ．３３ (１１２) Ｓ．５８休止・廃業 
四日市 三菱化学 Ｓ．３４ (２７６) 旧三菱油化､Ｈ．１３ 
川崎 日本石油化学 Ｓ．３４ ４０４  
川崎 東燃化学 Ｓ．３７ ４７８  
四日市 東ソー Ｓ．３８ ４９３ 旧新大協和石油化学 
五井 丸善石油化学 Ｓ．３９ ４８０  
 京葉エチレン Ｈ． ６ ６５０  
水島 三菱化学 Ｓ．３９ ４５０ 旧三菱化成 
徳山・南陽 出光石油化学 Ｓ．３９ ４５０  
市原 三井化学 Ｓ．４２ ５５３  
姉崎・袖ヶ浦 住友化学工業 Ｓ．４２ ３８０  
大分 昭和電工 Ｓ．４４ ５６５  
堺・泉北 三井化学 Ｓ．４５ ４５５ 大阪石油化学 
鹿島 三菱化学 Ｓ．４６ ８２８ 旧三菱油化 
水島 旭化成 Ｓ．４７ ４４３ 旧山陽石油化学 
千葉 出光石油化学 Ｓ．６０ ３７４  
 
 
このようなエチレンプラントにおける大容量化に際しては、プラントのエネルギ
ー原単位の低減を基本としてプラント全体の効率化を図る改善が行なわれ、水、ス
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チームといったマテリアルバランスの改善と共に、電力消費量の低減がなされてき
ている。しかしながら一方で、プラントの大容量化に相応してプラント構成機器類
の複雑化・大容量化も進んできており、プラント構成機器として重要な要素である
配電系統の主要電気機器類も同時に大型化してきている。 
 
例えば、配電系統の主要な電気機器として遮断器があるが、産業プラントの発展
と時期を共にして、その基本構造・構成要素の変化に加え、容量(電流容量、遮断
容量 )も増大している。初期段階での基本構造は、OCB(油入遮断器 )、MBB(磁気遮
断器 )、ABB(空気遮断器 )であり、機器本体の物理的な容積は、現在のそれぞれの容
量と対比した場合、想像できないほど大きなものであった。その後、VCB（真空遮
断器 )、MOCB(小油入遮断器 )、GCB(ガス遮断器 )が開発されるとともに、容積のコ
ンパクト化と容量の増大が図られ、産業プラントの大規模化に寄与している。また
同時に遮断器の信頼度が劇的に改善され、故障の頻度が急速に減少した。  
 
一方、社会インフラストラクチャーには、上下水道、電力、ガス、通信といった
社会基盤における重要なシステムがある。人類が生活する上で欠くことができない
これら産業プラントでは、生活の質の向上と共に消費が増大し、消費量に見合った
供給量の増加と運用の継続性が重要となってきている。図1-2に、年度ごとの日本
での電力発電量の変化を示す。 
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出典：EDMC エネルギー・経済統計要覧 
図1-2 日本の発電電力量の推移 
Fig. 1-2 Transition of Power Generation Amount 
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日本における年度ごとの発電電力量は、オイルショック、第2次オイルショック、
バブル経済の崩壊の影響をさほど受けることなく、日本の経済発展および生活の質
の向上と共に拡大してきており、必要電力を供給するために発変電および送配電の
各システムは複雑かつ巨大化してきている。これらシステムを継続的に運転し、供
給を途絶えることなく運用するためには、消費量に見合う十分な発電プラントの建
設と、それを継続的に消費者に届ける仕組み、すなわち、変電・送配電システムも
同時に消費量に見合う十分な設備が必要となる。さらに、建設されたプラントおよ
びシステムを事故または故障なく継続して運用する的確な仕組みが求められてき
ている。 
 
このような社会基盤となるプラントでは、停止に伴う供給遮断となった場合には、
生活に与える不都合ばかりではなく、このような社会インフラストラクチャーを基
盤に構築された産業における経済損失は多大なものがある。 
 
産業プラントの急激な発展時期においては、構成機器の老朽化のスピードに比較
し、技術の発展がより速い速度で進み、加えて需要に見合うプラント規模拡大への
必要性と、製品単価の低減への要求の中で、使い捨て (Scrap and Build)による新規
のプラントが続々と建設されてきた。しかしながら、高度経済成長後の安定経済お
よびグローバル経済の下では、より厳密な新規投資への費用対効果が問われるよう
になってきている。 
そこで、大きな費用をかけることなく、プラントを継続して運用する方策として、
主要電気機器単体を新規設備に置換することによる信頼度の向上、または、重要な
電気機器を冗長設置することによる電気系統全体の信頼度向上が採られてきた。さ
らに、既存の設備を効率よく運用し、また、事故なく継続的に運転を続けるために、
メンテナンスが重要となってきている。 
 
従来では、新しいプラントの建設に重点が置かれ、作られた設備のメンテナンス
を時として軽んずる風土が見られたが、事故または故障によるプラント停止での経
済的な損失といった面のみならず、供給停止からの製品顧客に対する信用喪失とい
った無形の損失にも目が向けられ、メンテナンスによる信頼度の向上が求められて
いる。 
 
プラントメンテナンスの必要性は別の観点からも提唱されており、財団法人エン
ジニアリング振興協会では、高度メンテナンス検討委員会にて、プラントを適切に
メンテナンスし、産業プラント・社会資本を長寿命化することで寿命を2倍延長し、
2035年においては、建設廃棄物の64％の大幅削減（247百万トン）の達成が可能と
指摘されている。 
このように、プラント内設備に対するメンテナンスの必要性は、プラントの信頼
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度の向上のみにとどまらず、プラントの生産性と製品品質の維持、プラント内およ
び周辺関連域の環境への配慮、プラント設備の安全性とそこに従事する従業員安全
の確保と幅広い分野に通じるものである。 
 
プラントの信頼度向上としては、事故または故障の発生リスクを低減させるため
には、適切な予防的メンテナンスを行なうことが要求される。そのためには、起こ
りうる事故または故障を事前に予知または推定することが必要となってくるが、考
慮すべき事象・要因の多さと、産業プラントを構成するシステムの複雑さから、定
量的かつ総合的判断指標が不足していたのが実情である。 
 
次節では、メンテナンスに対する考え方の経緯を追うことで、従来方法での課
題・問題点を明らかにし、それをいかに解決するかを考察する。
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1.2 産業プラントにおける電気設備メンテナンス思想 
の変遷 
 
1.2.1 従来のプラント電気設備に対するメンテナンス思想 
 
前節に述べた、表1-1に示すエチレンプラントの変遷から、日本における化学プ
ラント設備は、日本が経済大国になるまでの過程、いわゆる高度成長期の昭和30-40
年代に設備の大小に係らずプラントの建設が盛んに行なわれ、特に大規模プラント
の新設および設備の拡充が行なわれてきた。 
このように、化学プラントの勃興期においてはプラント規模拡張の要求が強く、
新設プラントの老朽化の速度以上にプラント設備が使い捨てられ、設備の更新につ
ぐ更新で絶えず最新鋭の生産設備を使い生産規模増大にまい進してきた。そのなか
で、プラント設備のメンテナンスとは、運転中に故障したもの、または動かないも
のに対する修繕が中心であり、メンテナンスを行なうことで、設備の能力水準の改
善または設備の利用可能時間(アベイラビリティ)を向上させるといった考えには
及んでいなかったといえる。 
 
特にプラント設備の中での電気設備は、現在では、回転機類への動力供給源、制
御・通信系への電源、プラント防犯・防消火設備等のセキュリティ電源、非常時の
プラント安全停止装置への電源、照明電源など、プラント運転上の中枢を担う極め
て重要な設備と認識されているが、当初は、電力の使用範囲も限定され、プラント
設備における電気設備の重要性の認識は低いものであったといわざるを得ない。そ
のため、他の設備と比較して、メンテナンスへの関心はさらに乏しかった。 
その後約30-50年を経て、それらのプラントには老朽化が進んできたものがあり、
その対策として、老朽化した設備をよりよく管理して寿命を延ばし、より長期間使
用したいという要望が強くなってきた。特に、二度のオイルショックとバブル経済
の崩壊を経て、昨今のサブプライムローン・リーマンショック後での世界的な新規
設備投資抑制の中では、プラント設備に対するメンテナンスが重要視されてきてい
る。 
 
この流れは、日本での化学プラント勃興期以前に急速な拡充が図られてきた、米
国および主要な欧州の各国においてはより顕著であり、老朽化したプラント設備の
拡充・拡大を図ると共に、安定した運転継続の重要性から、メンテナンスを如何に
効率良く行なうかが論じられるようになった。 
 
このような状況下において、旧式の設備をどのようにメンテナンスすべきか、そ
のための費用はどのように見積もるのかといった項目が、いわゆる経験と勘だけに
頼った計画ではなく、より科学的な計画を立てることが求められてきている。そこ
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で、設備自体に関する固有技術開発への取り組みと同時に、設備に関する管理技術
を充実し、従来の実績主義に基づく管理からより科学的・定量的な管理工学の考え
方が導入されてきた。すなわち、既存のプラント設備において適切なメンテナンス
を戦略的・計画的に行うことが要求され、メンテナンスの必要性に関わる多種多様
な要因と多くの考慮すべき事項を、総合的に検討することが必要となってきた。  
 
プラント設備に対しメンテナンスを行なうことは、設備の能力水準の改善やアベ
イラビリティを向上させることにつながるが、逆にその作業に係る費用に加え、プ
ラント設備を停止することで通常得ることができる利益を逸する損失が発生し、見
かけの費用が増大する。したがって、いかに両者のバランスを最適に取るかが重要
な検討項目となってきた。 
 
 
1.2.2 プラント電気設備のメンテナンス思想の現状 
 
電気設備を含むプラント設備を使用および運用可能な状態に維持し、また設備の
故障や欠点などを回復するための活動や処置を行なうメンテナンスは、以下の図
1-3に示すように分類される。 
 
 
出典：設備管理工学入門 
図 1-3 メンテナンスの内容  
Fig. 1-3 Classification of Maintenance 
状態監視保全 
(Condition 
monitoring M.) 
時間計画保全
(Scheduled M.)
緊 急 保 全 
(Urgent M.) 
通常事後保全 
(Routine M.) 
経時保全 
(Age-based M.) 
定期保全 
(Periodic M.) 
予 防 保 全 
(Preventive M.) 
事 後 保 全 
(Corrective M.) 
生 産 保 全 
(Productive Maintenance) 
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日本の経済発展より以前に、急速な産業プラントの拡充とその後の老朽化を経験
した米国からは、多くのメンテナンスの考え方が導入され、その発展した形として、
TPM(Total Production Maintenance)、TQC(Total Quality Control)といった代表的な考
え方が定着した。これらは、設備の導入に際しては、設備の信頼度とライフサイク
ルにおけるコストを考慮し、また、設備の運転においては、故障や劣化を極力防止
する操作が必要だとの考えに基づき検討されてきた。そのなかで、設備のメンテナ
ンスにおいては、簡単な清掃といった日常メンテナンスから事前に計画されたメン
テナンスまで、いくつかのステップにおいて行なわれるものである。 
 
メンテナンスにおいては、まず方針と計画が重要となる。方針および計画では、
プラント全体に対する統一したものから、ユニットやアイテム別に行なうものまで
いくつかの段階があるが、従来におけるメンテナンスの一般的な手法・考え方は、
プラント構成機器類の、事故または故障発生後の事後保全が中心であり、予防保全
においては、法律またはある基準に従った定期メンテナンス、機器メーカー推奨期
間に基づくメンテナンスであり、事前に計画された一定間隔でのメンテナンスであ
る。そのため、予期せぬ故障または破損に対しては緊急メンテナンスで対応するも
のである。（時間基準保全  Time-Based Maintenance(TBM)）  
 
この手法における問題点としては、プラント内設備にひとたび故障・破損が発生
した場合、状況によってはプラント全体の停止に発展することもあり、その場合に
は、製品を得ることが出来ないことによる機会利益の逸損、また緊急の停止による
売り物とならない半製品発生による損害、時には製造設備の破損、製品納入顧客に
対する信用喪失等、大きな損害リスクを抱えることになる。一方で、これらの損害
リスクに対する過度の予防から、安全性重視に偏った頻度のメンテナンスを行なえ
ば、メンテナンスに係る費用増大による経済的損失リスクが課題となってくる。  
 
このTBMが抱える損害リスクを少しでも低減するために、プラント構成機器類お
よび系統の冗長度を高める方策が採られている。プラント電気設備においては、例
えば、プラント配電系統内の重要機器といえる自家発電設備、上流側の変電設備（遮
断器、変圧器等）がその対象とされている。しかしながら、依然としてTBMが損害
リスクを抱えたメンテナンス方式である状況に変わりはない。また、冗長システム
の構成によっては、プラント構成機器の事故または故障の数の増加にもつながり、
結果として損害リスクの低減に真に役立つかは別の視点から検討を加える必要が
ある。 
 
このようなTBMが持つ課題に対し、より理論的な最適メンテナンス計画の策定の
重要性が認識され、未然に故障・破損の恐れを前もって察知する目的で、プラント
内機器の状態監視を行なうことでメンテナンス時期を判断する  Condition-Based 
 
第１章 序論 
 
 10
Maintenance (CBM) の研究が進められている。  
プラント内配電設備では、大容量の変圧器、重要な特別高圧・高圧遮断器、特別
高圧・高圧ケーブルなどでは、実用性のある成果が得られてきている。  
しかしながら、プラント設備に設置される多くの配電設備ごとの状態監視メンテ
ナンス計画では、配電設備それぞれでばらばらなメンテナンス時期となり、部分最
適とはなり得ても全体最適とするまでには至っていない。  
 
以上の状況を背景に、近年では、信頼度を重視したメンテナンスの重要性に対する認
識が高くなり、Reliability Centered Maintenance(RCM)という考え方に基づいたメンテナン
スが提案されている(5)-(9)。 
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1.3 電気設備メンテナンスの課題と解決法の提案 
 
前節で述べたように、一般的に用いられているメンテナンスの手法と考え方は、
時間基準メンテナンス（TBM）であり、その問題点として、突発的なプラント内設
備の故障・破損によるプラントの停止からの大損害となるリスク、それへの過度な
反応による、安全性重視に偏った頻度のメンテナンスによる経済的損失へのリスク
があり、いかにバランスよくメンテナンス時期を定めるかが課題となっている。  
また、CBMに基づくメンテナンス計画は、構成する電気機器材料の種類がそれほ
ど多くない、例えば、電力系統における変電設備等では有効な手法となってきてい
るが、多岐にわたる電気機器材料で構成されるプラント配電系統では、最適な補修
時期が電気機器材料ごとに異なり、プラントの配電系統全体への適用には課題が多
い。 
 
そこで、プラント構成電気設備の個々の信頼度を用い、プラント配電設備全体の
信頼度を重視したメンテナンスであるRCMの考えを導入することで、TBMの抱え
る課題を定量的に評価することが必要となる。  
しかしながら現状においては、全体最適の観点からRCMによるメンテナンス計画
を策定することが最適であるとの認識はあるものの、複雑なプラント配電系統、配
電系統を構成している多岐にわたる電気機器材料  および複雑なプラントの運転モ
ード等から定量的な解析に至らず、ほとんどのメンテナンス計画の策定においては、
従来型のTBMに定性的な検討を加え、メンテナンスの時期・間隔を決定してきてい
るのが実情である。  
また、メンテナンスの実行計画を策定するにあたり、プラントにおける各種条件のも
とで、如何に戦略的なメンテナンス計画を策定するかが重要な要求事項となっている。
このような課題に対し、経済性と安全性の均衡点を一概に決めることは非常に困難であ
るが、リスクをコストとして数値化することにより、プラントに最も適した条件を見つ
け出すことが容易になると考えられる。 
 
そこで、本論文では、プラント設備内の電気設備全般に対するメンテナンス計画
において、多くの要素が関与する複雑系（即ち、複雑に構築された配電系統、その
構成要素である電気機器材料ごとに異なる信頼性、複雑なプラント運転モード、プ
ラントの運転に重要な要素となる制御系の信頼性  等）を定量的に取り扱い、かつ
的確にメンテナンス計画を作成することにある。  
そのために、考慮すべき要素の増加によって級数的に複雑化する数値解析を、要
素ごとでの場合分けではなく、プラント設備内電気設備全般の的確なモデル化を行
い、漏れなく全ての要素の組み合わせに対してモンテカルロ解析法を適用し、かつ
プラント停止判定アルゴリズムとして提案する電源経路探索手法を融合すること
により、納得度の高いメンテナンス計画の作成が可能となっている。  
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次に、1.2 節で検討課題とした、プラント構成機器類および系統の冗長性に関し
て考察を進め、産業プラントの電気設備として重要な役割を占めている自家発電設
備を対象として、プラント全体の信頼度向上を進める上で採用されている発電設備
の冗長度が、どのようにメンテナンス計画に影響しているかを信頼度の観点から比
較評価を行ない、プラントの自家発電設備の導入・メンテナンス計画に対し示唆を
与えることとする。  
 
13 
 
 
第２章  産業プラントの全体信頼度と 
電気設備個別の信頼度との関係 
 
 
 
 
 
本章では、産業プラントが定常状態として運転を継続できているか、もしくは事故
または故障の発生から定常に運転を継続できない状態となっているかの観点で、プラ
ント全体としての信頼度と、プラント内に設置されている個別の電気設備の信頼度と
の関係について述べ、続いて個別の電気設備の信頼度についての信頼度曲線作成手法
について述べる。 
 
 
2.1 電気設備がプラント全体の信頼度に与える影響 
 
産業プラントは、電気設備、計装設備、機械設備（タンク、タワー、ポンプ、コン
プレッサーなど）、配管設備、防消火設備などの複合体であり、それぞれの設備が全て
正常に作動することによって、その性能を発揮するものである。その中で、プラント
の運転に目を向けると電力を主要な動力源とする設備が多いことに加え、ほとんどの
制御系が電気・電子製品となっている昨今では、電力を供給する電気設備の信頼度が
プラント全体の性能に大きく影響する。 
 
ここで、信頼度とは、モダン信頼性工学(1)において次のように定義されている。 
 
「信頼度とは、指定された条件下で、本来の目的に使用されたとき、与えられた期
間にわたって、故障することなく、必要な機能を遂行できる確率のことである。」 
 
上記を言い換えれば、信頼度とは設備の事故率(故障率ともいう)がどれだけ低いか
をあらわした指標であり、「1 －事故率」として表現される。すなわち、設備の信頼度
が高い状態にある期間はその設備の事故が少なく、そのような設備の複合体であるプ
ラントも正常に稼動する確率が高くなり、本来の性能を発揮できていると考えること
ができる。一方、設備の信頼度が低い状態にある期間では、そのような状態の設備が
いくつかあるプラントでは正常稼動が阻害されやすい、あるいは頻繁なプラント停止
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を余儀なくされると考えることができる。 
 
電気設備の信頼度を考えるにあたり、事前に考慮すべき点として、「電気設備の寿命」
がある。これは、信頼度に限らず後に考察する電気設備のメンテナンスにも関係があ
るため、まず本節にて電気設備の寿命の考え方について整理する。 
 
電気学会技術報告 第 831 号(2)において、電気設備のバスタブカーブとバスタブカー
ブ上における寿命に関する位置づけが整理されている。 
バスタブカーブとは、ある設備の事故率の時間変化を表した曲線である。このバス
タブカーブ上において、電気設備に関するいくつかの「寿命」が定義されている(図 
2-1)。以下、同報告で定義されている電気設備の寿命について紹介する。 
第 1 世代 第 2 世代 第 3 世代 
修 繕 更 新 初期故障 偶発故障 磨耗故障 
○X (延命化) ○Y (寿命延長)
○Z (長寿命化) 
時  間 (年) 
( 法定耐用年数
) 
( 設計寿命
) 
( 更新推奨時期
) 
( 更新警告時期
) 
( 期待寿命
) 
( 寿命
) 
( 経済寿命
) 
( 期待寿命
) 
( 耐用寿命
) 
( 社会的寿命
) 
○A  ○B  ○C  ○D  ○E ○H  ○F ○G  ○E  ○J  
15 年 20 年 25 年 30～40 年 
○ロ  
○イ  
故
障
率
 
 
出典：電気学会技術報告 第 831 号 
図 2-1 バスタブカーブ上における寿命に関する用語 
Fig 2-1  Defined Lifetime on Bathtub Curve of Electrical Equipment 
 
Ⓐ 法定耐用年数 
 財務省(旧大蔵省)が規定しているもので、建物付属設備などの耐用年数のうち、
電気設備は、蓄電池電源で 6 年、そのほかのものは 15 年となっている。ここで規
定されている耐用年数は、減価償却の考え方から定められたもので本来の電気設
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備の寿命実態とは大きく異なる。 
 
Ⓑ 設計寿命 
メーカが開発・設計段階において決定する使用可能年数であり、あくまでも使
用条件は常規使用状態が前提である。一般に設計寿命は異常発生の手前の段階で
とらえられているので設計寿命を過ぎても即異常発生とはならない。また、設計
寿命は時間(年数)のみではなく、動作回数で規定している機器もある。 
 
Ⓒ 更新推奨時期 
「機能や性能に対する製造者の保証値ではなく、通常の使用条件・環境条件の
下で、通常の保守・点検を行なって使用した場合に機器構成材の老朽化などによ
り、新品と交換した方が経済性を含めて一般的に有利と考えられる時期である。」
と日本電機工業会(JEMA)で定義している。言い換えれば更新推奨時期は即寿命で
はなく、そろそろ更新検討が必要であるという年数を表わしている。 
 
Ⓓ 更新警告時期 
故障率が増加し、機器の破壊または部分破壊にいたると考えられる時期で、
JEMA が定義している更新推奨時期に 5 年をプラスした年数で表わされている。
一般にはあまり使用されないが、PL 法施行にあわせ警告という単語を使用してい
る。更新推奨時期より寿命に限りなく近い年数である。 
 
Ⓔ 期待寿命 
一般にアンケート結果などからでてくる年数で、プラント全体の寿命などから
“これだけは使用したい”という期待の入った年数である。現実には部分修繕な
どを加えることで期待寿命を全うしている場合が多い。 
期待寿命は、修繕を加える前(第 1世代)と修繕を加え次の更新に至る前(第 2世代)
とで使用される。 
 
Ⓕ 寿命 
更新の直近にあり、余寿命は限りなく零に近い状態をいう。電気設備の場合、
基本機能は複数あり、そのうちどの一つでも機能停止すれば使用不可能となるこ
とから、機能劣化を寿命としている。また、実使用可能であっても機能は正常で
ないこともあり注意が必要である。 
 
Ⓖ 経済寿命 
ライフサイクルコスト(LCC)からみた寿命をあらわし、一般にはイニシャルコ
スト＋ランニングコストであらわされるトータルコストで判断する。理想的な設
備の更新時期はこのトータルコストが最も低い時点から再び上昇し始める時期と
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いわれているが、現実は、他の要因もあってその時期を掴むのは難しい。 
 
Ⓗ 社会的寿命 
劣化や故障率の増加が原因で寿命に達するのではなく、その設備、機器が陳腐
化し、一方でメーカの部品供給や技術面での対応が困難になり、修繕が技術的に
不可能になった状態をいう。 
社会的寿命が更新のきっかけの最大要因にはならないが、コストに換算(再製作し
た場合のコスト・納期・ランニングコストなどの統合コスト)して考えれば、更新
検討において社会的寿命を無視することはできない。 
社会的寿命は機器を取り巻く環境に大きく左右されることから、バスタブカーブ
上に特定することは難しい。 
 
Ⓙ 耐用寿命 
実際に全体更新するまでの年数をいう。部分修繕やオーバーホールなどを加え
ながら延命化し、最後に全体更新に至るまでの年数である。 
耐用寿命に至る要因には、劣化による寿命のほかに、社会的寿命で耐用寿命に至
る場合もある。 
 
本論文におけるプラント電気設備の信頼度に対して考慮すべき寿命は、設計寿命お
よび更新推奨時期とした。これは、電気設備の信頼度を考慮したメンテナンス計画に
おいては、設備更新との経済比較が不要な期間(電気設備の新規導入から更新推奨時期
に至る前までの期間)に注目しているためである。また、次節で述べる信頼度曲線の作
成において、設計寿命を時間軸上のどの点とするかによって信頼度曲線の形状が変化
するため、本論文における考慮すべき電気設備の寿命は上述の 2 種類としている。 
 
プラントや電力系統に導入される電気設備の寿命が実際に何年程度であるかについ
ては、いくつか国内で調査報告がなされている(3),(4)。また、規格(5)において寿命とす
る現象、年数が定義されている電気設備もある。 
 
表 2-1 に、電気学会による電気設備ユーザのアンケート結果をまとめた、電気設備
学会技術報告第 II-159 号(3)の電気設備の寿命と更新に関する調査結果を示す。また、
表 2-2 に、電気設備学会誌(4)で紹介されている、日本電機工業会による「受変電設備
保守点検の要点」での電気設備の保全に関してまとめた結果を示す。いずれの結果も、
電気設備の更新推奨時期は新規導入後 20 年から 25 年というものが多く、実際の更新
は 25 年から 30 年の間という結果が報告されている。 
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表 2-1  電気設備の寿命と更新に関する調査結果 
Table 2-1 Research Results of Lifetime and Renewal of Electrical Equipment 
出典：電気学会技術報告 第 II-159 号 
 
※寿命の終期状態 
No. 機器の種類 
寿命の 
平均値 
寿命の年数 
   10   15   20    25   30   35 1 2 3 4 5 
アンケート
回答数 
 1-1 油入変圧器 32.4          ○ ○  83 
 -2 乾式・モールド変圧器 31.0          ○ ○  64 
 2 コンデンサ 27.2           ○  80 
3-1 油入変成器 (P・CT) 30.8           ○  73 
 -2 乾式変圧器 (  〃  ) 27.8           ○  80 
 4-1 油入しゃ断器 29.0         ○  ○  72 
 -2 小油量しゃ断器 29.3         ○  ○  63 
  -3 空気しゃ断器 30.4         ○  ○  59 
  -4 磁気しゃ断器 29.2         ○  ○  62 
 -5 真空しゃ断器 28.2         ○  ○  52 
  -6 ガスしゃ断器 31.5         ○  ○  41 
  5 断路器 29.8           ○  81 
  6-1 気中開閉器 24.5           ○  77 
  -2 油入開閉器 25.8           ○  62 
  -3 真空開閉器 25.6           ○  51 
   7-1 屋外閉鎖配電盤 24.5           ○ ○ 71 
  -2 屋内閉鎖配電盤 29.8           ○ ○ 80 
   -3 その他配電盤類 27.6           ○ ○ 77 
  8-1 高圧 CV ケーブル 24.0           ○  80 
   -2 低圧 CV ケーブル 26.6           ○  82 
 9-1 高圧誘導電動機 (B 種) 28.1           ○ ○ 80 
 -2 高圧同期電動機 (B 種) 28.9          ○ ○ ○ 58 
   -3 低圧誘導電動機 (E 種) 26.7          ○ ○ ○ 78 
  -4 直流電動機 24.9          ○ ○ ○ 58 
   10 非常用発電設備 (D/G) 28.2           ○  46 
  11-1 鉛バッテリー 14.5           ○ ○ 75 
 -2 アルカリバッテリー 16.8           ○ ○ 66 
  
12 半導体応用品 (     ) 20.5        ○ ○ ○ ○ 63 
 
VVVF 
CVCF 
※寿命の終期状態 
1.   故障頻度が高くなり，停電による損失が多く
なった時点 
2.   交換部品の入手が困難になった時点 
3.   修理が技術的に不可能になった時点 
4.   性能が低下し，使用上の安全性が維持できな
いと判断した時点 
5.   性能劣化により維持管理費の増大が著しくな
った時点 
 
      
      
      
 
寿命の年数の凡例 
    15   20   25   30  35 
更新を考慮  中心値の  寿命の平均値 
する時期    分散度合 
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表 2-2  電気設備の保全と更新時期 
Table 2-2 Electrical Equipment Maintenance and Renewal Term 
出典：「特高受変電設備の保守及び点検計画」電気設備学会誌 
設備区分 機器名称 普通点検と
整 備 周 期
精密点検と
整 備 周 期
診断実施
推奨時期
更   新 
推奨時期 
使用者の平均
更新期待年数
(注 1) (注 2) 
 Ｃ-ＧＩＳ 3 年 6 年 20 年 25 年 28.0 年 
 断路器 3 年 6 年 15 年 20 年 27.1 年 
 油遮断器(ＯＣＢ) 3 年 6 年 15 年 20 年 26.1 年 
 空気遮断器(ＡＢＢ) 3 年 6 年 15 年 20 年 26.0 年 
特高受電設備 真空遮断器(ＶＣＢ) 3 年 6 年 15 年 20 年 25.5 年 
 ガス遮断器(ＧＣＢ) 3 年 6 年 15 年 20 年 25.7 年 
 油入計器用変成器 3 年 6 年 15 年 20 年 26.5 年 
 避雷器 2 年 6 年 15 年 20 年 25.8 年 
 油入変圧器 3 年 6 年 20 年 25 年 27.6 年 
 ガス絶縁変圧器 3 年 6 年 20 年 25 年 － 
 スイッチギヤ 1 年 6 年 15 年 20 年 25.8 年 
 断路器 3 年 6 年 15 年 20 年 25.2 年 
 油遮断器(ＯＣＢ) 3 年 6 年 15 年 20 年 26.1 年 
 磁気遮断器(ＭＢＢ) 3 年 6 年 15 年 20 年 － 
高圧受電設備 真空遮断器(ＶＣＢ) 3 年 6 年 15 年 20 年 25.5 年 
 ガス遮断器(ＧＣＢ) 3 年 6 年 15 年 20 年 26.8 年 
 
モ ー ル ド 計 器 用 変 成
器 
3 年 6 年 12 年 15 年 26.3 年 
 避雷器 2 年 － 12 年 15 年 － 
 油入変圧器 3 年 6 年 15 年 20 年 27.6 年 
 
スイッチギヤ 
コントロールギヤ 1 年 6 年 15 年 20 年 － 
 
断路器、遮断器 
計器用変成器 3 年 6 年 
高圧受電設
備と同じ 
高圧受電設
備と同じ 
高圧受電設備
と同じ 
 負荷開閉器 1 年 2 年(注 3) － 
屋内 15 年 
屋外 10 年 
24.9 年 
(屋内) 
配 電 設 備 電磁接触器 3 年 6 年 12 年 15 年 真空 25.5 年
 限流ヒューズ 1 年 － 8 年 
屋内 15 年 
屋外 10 年 16.2 年 
 電力用コンデンサ 1 年 3 年 12 年 15 年 23.2 年 
 油入変圧器 3 年 6 年 15 年 20 年 27.6 年 
 乾式変圧器 3 年 6 年 15 年 20 年 26.9 年 
 モールド変圧器 3 年 6 年 15 年 20 年 27.1 年 
監視盤 1 年 6 年 15 年 20 年 － 
従来形保護継電器 3 年 6 年 12 年 15 年 23.9 年 
監 視 ・ 保 護 制
御 
設備 
デ ジ タ ル 形 保 護 継 電
器 
3 年 6 年 12 年 15 年 18.2 年 
(注 1)  (社)日本電機工業会「受変電設備の保全に関するアンケート調査」報告書、平成 15 年 3 月 
(注 2) 使用者の平均更新期待年数は、更新までの平均期待稼働年数 
(注 3) 分解を伴わない点検 
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電気設備の信頼度を考慮するにあたり、大きな影響を与えるのがメンテナンス、す
なわち保守・点検の実施状況である。表 2-1、2-2 でいうところの更新推奨時期の 20
年から 25 年という年数は、電気設備が通常の使用条件・環境条件の下で通常の保守・
点検を行なって使用した場合の年数である。したがって、通常の保守・点検が行われ
なければ、更新推奨時期と同等の劣化・老朽化状態となる時期は早まることが予想さ
れる。 
 
電気設備における「通常の保守・点検」の内容や規模に関して明確に統一された定
義はなされていないが、表 2-2 における普通点検と精密点検では、両者とも電気設備
の運転を停止した環境で実施される点検として位置づけられている(4)。特に精密点検
では分解も含む保守を行なう電気設備もあることから、長期にわたって精密点検が行
なわれない場合、電気設備の信頼度は著しく低下することが予想される。本論文では、
前者が概ね 3 年周期、後者が 6 年周期で行なわれていることを考慮し、通常の保守・
点検が行なわれなかった場合の電気設備の信頼度は、3 年から 6 年程度で保守・点検
が行なわれた場合の電気設備の更新推奨時期の信頼度と同程度まで下がると想定し、
それを電気設備の信頼度曲線の作成に反映した。 
 
一般にプラントの電気系統は、電気設備の複合体である。したがって、電気設備が
プラント全体に与える信頼度も、個々の電気設備信頼度の組み合わせにより決定され
る。また、プラントの電気設備は、機能別に大きく受配電設備、発電設備、負荷設備
の 3 種類に分類でき、それぞれの事故によりプラントに与える影響が異なっている。
図 2-2 に、電気学会技術報告 第 831 号において述べられている工場電気設備の構成
を示す。プラントの電気設備もここでの工場電気設備と同様の構成であり、要求され
る信頼度や検討すべき項目も同じと考えられる。 
 
プラントの電気設備では、分類された設備ごとにその機能および設備の事故のプラ
ントに与える影響が異なる上に、寿命やバスタブカーブの形状は電気設備ごとに異な
っている。また、それぞれの分類された機能は、その機能ごとに冗長化された設備構
成になっていることなどが多く、プラント全体の信頼度評価をより複雑化させる要因
となっている。 
 
本論文におけるプラント全体の信頼度の基本となっている考え方は、以下の通りで
ある。 
 
「ある定められた時刻において、プラントを構成する個々の設備の信頼度、個々の設
備を連携している電気系統の構成、電気系統の運転状態などを総合したところで、原
料から製品を作り出すプラントとして稼動している確率が高いか。」  
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出典：電気学会技術報告 第 831 号 
図 2-2  工場電気設備の構成 
Fig 2-2 Conceptual Structure of Factory Electrical Equipment  
 
個々の電気設備の信頼度とプラント全体の信頼度の相違点について以下の例で説明
する。 
 
プラント内の電気設備の一つに事故が発生した場合を想定する。この場合、事故が
一箇所であり、同じ機能を持つ機器が並列に冗長化されて設置されているならば、事
故が発生した電気設備を切り離し、直ちに並列に設置された健全な電気機器を運転す
ることでプラントの運転継続は可能となる。この場合、一つ一つの電気設備の信頼度
がやや低い状態でも、その機能が失われる(冗長に導入されている設備も同時に事故停
止する)確率は設備が単独導入されている場合に比較して格段に低くなるため、プラン
トが稼動している確率は高くなる。すなわち、プラント全体の信頼度は高い状態であ
るということになる。 
 
このように、電気設備の信頼度とプラント全体の信頼度との間には、設備の冗長化
や、電気系統の構成によって差異が生まれることとなる。電気設備の信頼度からプラ
ント全体の信頼度を求めるにあたり、これらの差異を考慮する手法については、本論
文の第４章以降で提案・検証を行なっている。 
工場電気設備（全体システム）
電力供給設備
中央変電設備、ローカル変電設備 
受配電設備 発電設備 
電動機、照明、その他 
負荷設備
A B
C 
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2.2 プラント内電気設備の信頼度の表わし方 
 
一般に、プラント内の電気設備の信頼度は、図 2-1 で示されている初期故障が事前
に検査またはエージング（安定状態になるまで動作させること）などによって取り除
かれた状態であると仮定すると、新規導入時が最も高く、時間の経過とともに低下し
ていく(図 2-3)。信頼度の低下速度は、使用されている電気設備の種類、容量などで
異なっている。また、同じ種類、容量などの電気設備でも使用環境、使用状況により
信頼度低下速度は異なるため、電気設備の信頼度曲線形成においては、考慮すべき要
素を十分に検討する必要がある。 
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図 2-3  電気設備信頼度曲線の一例 
Fig. 2-3 Sample of the Reliability Curve of Electrical Equipment 
 
プラント内に設置された電気設備に対しメンテナンスを行なう場合、メンテナンス
の程度に応じて、電気設備の信頼度の回復具合とメンテナンス後の信頼度の低下速度
が異なってくる。例えば、機械的な磨耗部分(モータのベアリングなど)が著しく劣化
し、それによって信頼度が低下してきている電気設備に対し、メンテナンスによりそ
の部品が新品に取り替えられれば、その設備は新品とほぼ同等の初期信頼度を回復す
ると考えられるが、機械的磨耗部分のグリースを入れ替える程度のメンテナンスでは、
新品と同等の初期信頼度はもち得ないと考えるべきである。このように、使用環境の
他、すでに実行された、あるいは実行が計画されているメンテナンスの内容によって
も電気設備の信頼度曲線は変化する。 
 
また、メンテナンスを行なった電気設備の時間経過に伴う信頼度の変化は、その電
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気設備の種類、容量や使用環境、使用状況によって異なるものの、過去の経験則によ
り図 2-4 のように表わすことができる。 
すなわち、 
 
(1) 電気設備の時間経過に伴う信頼度は、新規導入直後またはメンテナンス終了
直後の稼動開始後では、しばらく高い状態を保った後に次第に低下する。 
(2) 電気設備が故障する前にメンテナンスを行なった場合には、信頼度は新規導
入時に近い状態まで回復するものの完全には回復しない。(メンテナンスの程
度による) 
(3) メンテナンス実行後の電気設備の信頼度低下速度(経年劣化の進行)は、新規
導入後の信頼度低下速度よりもやや速まる。 
 
図 2-4  メンテナンスを行なった電気設備の信頼度曲線例 
Fig. 2-4  Sample of the Reliability Curve of Electrical Equipment with Maintenance 
 
本節の冒頭でも述べているが、一般的に電気設備の信頼度は初期時点で最も高く、
それ以降は次第に減少していくような曲線を描くことになる。 
 
そこで、本論文では、このような信頼度曲線を数式で近似して表現する方法として、
Sigmoid 関数による電気設備の信頼度曲線近似と、ワイブル分布関数近似による電気
設備の累積故障確率の定式化の 2 つの方法を用いて各々検討を行なった。 
 
→
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(3)の状態 
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A. Sigmoid 関数近似による定式化 
 
図 2-4 で表わされるような電気設備（変圧器、遮断器など）のベンダーから得られ
る実際の信頼度曲線をその形状のままに式として表わすために Sigmoid 曲線を使用し、
式（2-1）で近似する。 
すなわち、 
))(exp(1
1)(
L
j TtA
tRLBT −+=                              （2-1） 
ここで、 
RLBTj (t)  : 第 j 電気設備の信頼度 
A  : 信頼度減衰係数 
TL  : 信頼度曲線形状係数 
 
ここで、A および TL は、電気設備の種類、容量や使用環境、使用状況によって異
なる信頼度曲線を忠実になぞるよう係数を設定することになる。 
 
信頼度減衰係数 A は、電気設備の劣化が信頼度に影響を及ぼし始めてからの信頼度
の低下速度を表わす係数であり、A が大きくなるほど信頼度の低下速度は大きくなる。 
 
信頼度曲線形状係数 TL は、電気設備の劣化が小さく、信頼度が新規導入時から同程
度と考えられることができる期間を表わす係数である。本論文では、新規導入から 2.1
節で述べた設計寿命までの時期を TL の設定値の目安とし、設計寿命から 2.1 節で述べ
た更新推奨時期までの事故データなどを目安として A の値を設定した。 
表 2-3 に変圧器および遮断器のパラメータ設定例を、図 2-5、2-6 に Sigmoid 関数近
似による信頼度曲線の例を示す。 
 
表 2-3  Sigmoid 関数係数設定例 
Table 2-3  Coefficients for Sigmoid Function Example 
Equipment 
No. Equipment Name A TL 
1 Transformer  1.25 15 
2 Circuit Breaker  2.5 15 
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図 2-5  変圧器の信頼度曲線（Sigmoid 関数近似） 
Fig. 2-5  Transformer Reliability Curve (Sigmoid Function) 
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図 2-6  遮断器の信頼度曲線（Sigmoid 関数近似） 
Fig. 2-6  Circuit Breaker Reliability Curve (Sigmoid Function) 
 
 
B. ワイブル分布関数近似による定式化 
 
得られた曲線を忠実に近似する Sigmoid 関数近似に対し、信頼性工学の一般論とし
て機械部品、電気部品の故障が解析されており、そのなかでいくつかの近似簡便公式
が示されているが、ワイブル分布関数を用いた近似公式が機械品、電気品の故障傾向
とよく一致することが確かめられている。そこで、プラント内の電気設備が主として
電気品から形成されていること、また、電気設備には機械品が係っていることを考慮
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し、ワイブル分布関数近似より定式化を行なった。 
 
ワイブル分布関数による定式化は、電気設備による信頼度検討に加え、機械品を検
討対象に含めた場合においても容易に拡張することができることからより一般的とい
える。 
 
ワイブル分布関数を用いた信頼度曲線近似には、まず、電気設備の累積故障確率
F(t)として式(2-2)のように定式化することができる(6)。 
 
⎥⎥⎦
⎤
⎢⎢⎣
⎡−−= mttF )(exp1)( α                                         (2-2) 
 
ここで、 
m ：形状パラメータ 
α ：尺度パラメータ 
 
信頼度 R(t)は累積故障率から以下の式(2-3)で表わされる。 
 
)(1)( tFtR −=
                                                 (2-3) 
 
ワイブル分布関数を用いた近似では、Sigmoid 曲線による電気設備の信頼度をなぞ
る場合と同様に、電気設備の種類、容量や使用環境、使用状況によって異なる信頼度
曲線を形状パラメータと尺度パラメータによって近似することとなる。 
 
形状パラメータｍと尺度パラメータ α の関係は次の通りである。 
 
形状パラメータは、式(2-2)で表現される累積故障率の故障の種類を表わすパラメー
タである。図 2-1 のバスタブカーブ上において、3 種類の故障(初期故障、偶発故障、
磨耗故障)が示されているが、形状パラメータｍを以下の考え方に基づいて選ぶことに
より、式(2-2)によって各々の累積故障率を表現できる。 
 
ワイブル分布におけるある時刻 t の故障率 r(t)は次式で示すことができる。 
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1)()( −= mtmtr αα                                           (2-4) 
 
 
ここで、ｍ<1 の場合には、故障率は単調減少となり、式(2-2)は初期故障の場合の
ワイブル分布関数となる。また、ｍ=1 の場合には故障率は一定値となり、式(2-2)は
偶発故障の場合のワイブル分布関数となる。ｍ>1 の場合には、故障率は単調増加とな
り、式(2-2)は磨耗故障の場合のワイブル関数となる。図 2-7 に 3 種類の故障に対応す
るｍの値とその累積故障率を、図 2-8 に 3 種類の故障に対応するｍの値と故障率をそ
れぞれ示す。 
 
図 2-8 からも分かるとおり、初期故障の累積故障率の増加は初期段階で高く、次第
に増加率が減少していく。逆に磨耗故障の累積故障率は、初期段階では低く推移し、
時間経過とともに増加速度が大きくなっていく。これは、図 2-7 のような故障率の特
性によるものである。 
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図 2-7  形状パラメータと故障率 
Fig. 2-7 Shape Parameter and Failure Rate 
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図 2-8  形状パラメータと累積故障率 
Fig. 2-8 Shape Parameter and Cumulative Failure Rate 
 
尺度パラメータ α は、ワイブル分布関数の横軸の時間尺度単位を規定するパラメー
タである。尺度パラメータ α の値を小さくすると、ワイブル分布関数の分布時間幅が
小さくなるため、累積故障率の最高値が高くなる。逆に、尺度パラメータ α の値を大
きくすると、α の値を変えたとしても、ワイブル分布関数の分布時間幅が大きくなる
ため、累積故障率の最高値が低くなる。これは、累積故障率を与えるワイブル分布関
数の総面積は α に関わらず一定であるためである。また、同じｍの値に対しては、ワ
イブル分布関数は同じ分布形を持つ。 
 
C. 磨耗故障に対するワイブル分布関数の拡張 
 
図 2-1 のバスタブカーブおよび図 2-3、2-4 の信頼度曲線の例からも分かるとおり、
電気設備の信頼度は、初期状態からある時刻まではほぼ 1 に近い値で一定となってい
る。すなわち、バスタブカーブ上での磨耗故障期間に入る前の期間は、エージングな
どで初期故障が除去され偶発故障の故障率がほぼ 0 に近い、いわゆる故障が発生しな
いとみなせる期間が存在する。この期間を取り扱うために、磨耗故障のワイブル分布
関数に新たに γ というパラメータを導入し、故障が発生しない期間を取り込んだ式へ
と拡張する。無故障期間を含んだワイブル分布関数は次式のようになる(1)。 
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⎪⎩
⎪⎨
⎧
≥−−−
<
= )(t         ])(exp[1
)(t                                     0
)( γα
γ
γ
mttF
                     (2-5) 
 
本論文では、上式の γ 以前の時間領域を故障率が 0 の領域としてではなく、磨耗故
障のワイブル分布に従わない領域として考えた。現実には、新規導入からわずかずつ
ながらも電気設備の経年劣化は進行しており、それに伴い信頼度も低下しているはず
である。この現象を表現するために、本論文では時刻γまでの期間に電気設備の信頼
度が 0 から rdまで線形に低下すると仮定して、式(2-5)を次式の通りとして検証を行
った。 
⎪⎪⎩
⎪⎪⎨
⎧
≥−−−−
<−
=
)(t         ])(exp[1
)(t                     t         1
)(
d
γα
γ
γγ
m
d
tr
r
tF
                 (2-6) 
 
ここで、 
rd ：電気設備の磨耗故障期間突入時の信頼度 
 
本論文では、時刻 γ を導入時から設計寿命までの時期を目安として設定し、rd を設
計寿命時の電気設備の信頼度を目安として設定している。 
表 2-4 に、式(2-5)で表されるワイブル分布のパラメータ設定例を示す。また、図
2-9、2-10 に変圧器および遮断器のワイブル分布近似による信頼度曲線を示す。 
続いて表 2-5 に式(2-6)で表される拡張型ワイブル分布のパラメータ設定例を示す。
また、図 2-11、2-12 に変圧器および遮断器の拡張型ワイブル分布近似による信頼度曲
線を示す。 
 
表2-4 ワイブル分布パラメータ設定例 
Table 2-4 Parameter for Weibull Distribution Example 
No. Equipment Name m α γ 
1 Transformer 6.0 51.0 18 mths 
2 Circuit Breaker 6.0 36.0 15 mths 
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図 2-9 変圧器の信頼度曲線（ワイブル分布関数近似） 
Fig. 2-9 Transformer Reliability Curve (Weibull Distribution Function) 
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図 2-10 遮断器の信頼度曲線（ワイブル分布関数近似） 
Fig. 2-10 Circuit Breaker Reliability Curve (Weibull Distribution Function) 
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表2-5 拡張型ワイブル分布パラメータ設定例 
Table 2-5 Parameter for Extended Weibull Distribution Example 
No. Equipment Name m α γ rd 
1 Transformer 3.5 1000 1000 dys 0.02 
2 Circuit Breaker 4.0 700 1000 dys 0.02 
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図 2-11 変圧器の信頼度曲線（拡張型ワイブル分布関数近似） 
Fig. 2-11 Transformer Reliability Curve (Extended Weibull Distribution Function) 
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図 2-12 遮断器の信頼度曲線（拡張型ワイブル分布関数近似） 
Fig. 2-12 Circuit Breaker Reliability Curve  
                  (Extended Weibull Distribution Function) 
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2.3 まとめ 
 
本章では、最初に電気設備メンテナンス計画の検討を進めるに際して重要な要素と
なる、信頼度の基礎的な考え方を述べ、次に電気設備の寿命の考え方について整理し、
電気設備が産業プラント全体の信頼度に与える影響と、個々の電気設備それぞれの信
頼度の状況とその表わし方について明らかにした。 
 
まず 2.1 節にて、電気設備の寿命と信頼度の経年変化の関係について述べ、本論文
における電気設備の信頼度並びにプラント全体の信頼度の考え方を定義した。電気設
備の寿命においては、電気学会技術報告書を参照することでバスタブカーブを照会し、
電気設備のメンテナンスを考える上で寿命の点からの用語を整理すると共に、どの範
囲を検討対象とするかを明確にした。 
続いて、産業プラントが定常状態として運転を継続できているか、もしくは事故ま
たは故障の発生から定常に運転を継続できない状態となっているかの観点で、プラン
ト全体としての信頼度と、プラント内に設置されている個別の電気設備の信頼度との
関係について述べた。 
 
2.2 節では、個別の電気設備の信頼度についての信頼度曲線作成手法について、
Sigmoid 関数とワイブル分布関数による定式化を行ない、信頼度曲線作成の理論的背
景を明らかにすると共に、実際の電気設備を例にそれぞれの関数におけるパラメータ
設定を行なった。 
 
この章で述べたプラントの信頼度および電気設備の信頼度曲線は、第３章以降の定
式化およびモデル検証の基礎となる考え方である。 
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第３章 電気設備の信頼度に着目した 
プラント全体信頼度のコスト化と 
メンテナンス間隔決定の概念 
 
 
 
 
本章では、産業プラントが停止する場合に、通常の運転状態と比較し必要となる
種々の費用を定量的に考察し、それを計画的な停止と計画外の停止とに分類し、それ
ぞれを時間の関数として定式化することを試みる。また、第２章で考察した電気設備
の信頼度に着目したプラントの全体の信頼度から、計画外に発生するプラントの停止
時の費用を考慮することでコスト化を図り、その関連からメンテナンス間隔を決定す
る基本的概念を述べる。 
 
 
3.1 プラントの停止時に発生する費用 
 
産業プラントが停止する場合には、通常のプラント運転状態と比較し、どのような
異なる費用が発生し、どのような得るべき利益が喪失するかを定量的に考察する必要
がある。 
プラントが通常の状態で運転されている場合には、一定の運転要員の下で、定常の
ユーティリティ(電気、水、スチームなど)を使用し、定められた原料から計画された
製品を製造することで適正な利益を生み出している。プラントが停止するということ
は、定常の運転状態から見れば、その停止が前もって計画された場合においても非定
常な出来事であり、どのような費用がかかわってくるかを事前に確実に認識すること
が必要である。 
 
メンテナンスに代表される計画的なプラント停止では、事前に綿密な計画がなされ、
その停止時期の決定においては、製品顧客に与える影響、原料入手への影響、メンテ
ナンスを主体的に行なう人員の手配の容易性などが検討される。さらに、経済の状況
も加味され、好景気時には出来るだけ運転停止を行なわず、継続して製品を製造する
ことを検討し、また逆に、在庫が増えるような状況では、メンテナンス時期を前倒し
するなどが検討される。いずれにしても、計画的なプラントの停止においては、経済
的な影響度を最小限に抑えた運用が図られていると考えられる。 
このような計画的なプラント停止時に発生する費用と、事故・故障といった突発的
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な計画外に発生する費用は自ずと異なってくることは明白であり、定量的な考察を進
める上で明確に区別する必要がある。 
 
突発的な計画外のプラント停止では、個々の電気設備の事故または故障が発生し、
その故障が系統構成上からプラントの全停止に至るか否かが重要となる。ある箇所で
電気設備の事故または故障が発生しても、冗長系統により別の健全な電気設備から継
続的に電力が供給される場合には、プラントは何もなかった場合と同様に運転が継続
され、プラント停止には至らないことになる。一方、冗長の系統を持った系統構成で
あっても、個々の電気設備の事故または故障が複数箇所同時に発生した場合には、プ
ラントの系統構成によってはプラントの全停止に至るときもあり、場合によってはい
くつもの冗長系統で継続的に電力が供給され、全停止に至らないときもあることに留
意する必要がある。 
すなわち、個々の電気設備の事故または故障の確率と系統構成が係るプラントの全
停止には、個々の電気設備の信頼度と系統構成が関連したプラント全体信頼度が大き
く係ってくる。 
 
このような観点から、プラント全体の信頼度を考慮することで、プラント停止時に
発生する費用を、事前に計画されたプラントの停止時おける費用(コスト)と、計画外
のプラント停止時に発生する費用を比較検討する手法についてまとめている。 
 
 
3.1.1 プラントが計画された状況で停止した場合の費用 
 
プラントを計画的に停止させる場合には、事前に周到に準備され、極力無用な費用
を発生させない状況を作り上げた上で停止させると考えるのが妥当である。しかしな
がら、必ず必要となる費用としては、メンテナンスそのものに要する費用と、運転を
停止することで生じる通常得ることができる利益を逸することでの損害がある。 
メンテナンスの費用としては、通常の運転要員以外にメンテナンスを行なうための
作業員、メンテナンスに必要な資材の調達、搬入といった付属業務の要員およびそれ
を指揮するマネージメントといった要員が追加で必要となる。これらの増加要員は、
プラントの停止時間または期間の関数として表現することができる。一般的に、停止
時間または期間が長くなれば、追加で必要となる作業員への対価が増加し、それに伴
う管理要員も増加する。 
 
通常の運転が停止した場合の運転要員は、プラントの安全な停止とその継続業務と
プラント内のプリザベーション(プラントの保護・維持管理業務)に従事することとな
る。運転要員は、通常の業務がメンテナンス業務とは業務内容が異なることもあり、
メンテナンス業務自体に携わることはない。そのため、運転が停止中といえども運転
第３章 電気設備の信頼度に着目したプラント全体信頼度の 
コスト化とメンテナンス間隔決定の概念 
 
 34
要員の減少による費用の削減は考えられない。 
 
運転を停止することで生じる、通常得ることができる利益を逸することでの損害は、
通常の状態でプラントの運転を継続した場合に得ることができる利益が、運転を停止
したことでその機会が失われ、利益を得ることができないことである。通常の運転状
態との比較ということから、これらは損害と位置づけられる。ここでの通常得ること
ができる利益とは、事業会社として一般的な貸借対照表上での経常利益または税引き
前利益といったものとは異なり、額としてより大きなプラントを運転することで得ら
れる付加価値である。 
この損害は、プラントの停止時間・期間に比例して増加するものであり、時間の関
数である。 
 
以上のことから、プラントが計画的に停止した場合に発生するコストは、以下の式
（3-1）で示されるように、得るべき利益機会を逸損した機会逸損コストとメンテナン
スコストの和として表わされる。 
したがって、 
 
}),(),({),( ∑ += plplplpl txMtnCosttxOppCosttxPDC  
                                    （3-1） 
 
ただし、 
 
PDC  : 計画停止時のプラント停止コスト 
x  : プラント内電気設備ベクトル 
tpl : プラント停止時間(計画停止時) 
OppCost : 機会逸損コスト 
MtnCostpl : 計画停止時の設備メンテナンスコスト 
 
であらわされる。 
 
 
3.1.2 プラントが突発的・計画外に停止した場合の費用 
 
プラントが突発的に計画外に停止する状況としては、個々の電気機器の事故または
故障の発生が考えられる。または、売電にて運転しているプラントでは、雷などの原
因で発生する給電の停止、自家発電にて運転しているプラントでは、自家発電装置の
不具合からの発電停止も考えられる。いずれにしても、計画外でのプラントの停止は、
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計画されたプラント停止と状況は大きく異なり、期待しない費用が必要となる。 
 
その一つとして、停止に伴うメンテナンス費用は、メンテナンスに要する要員も常
用の要員では対応できず単価の高い要員を雇うことも想定され、場合によっては、段
取り良く期待される期日内に配員できるかは大いに疑問のあるところである。一般的
に、突発的な計画外停止時におけるメンテナンス要員は、費用度返しで徴用すること
が多い。また、メンテナンスに必要な資材類も計画されたメンテナンス時には、資材
供給相手との十分な価格折衝を経て購入されることから、相応の安価な調達が期待さ
れるが、突発的な計画外停止では、その電気機器の事故または故障の範囲も明確に絞
りきれない中での資材調達となり、割高で量的に大目の準備が必要となる。 
 
メンテナンスに必要な要員の費用は、プラント停止の復旧時間・期間の時間関数で
表わされメンテナンスに必要な総工数となる。また、資材コストは、大きな事故また
は故障となれば大きくなり、その場合のメンテナンス時間・期間は自ずと長くなって
くる。すなわち、資材コストも時間の関数として表わされるものである。 
 
運転を停止することで生じる、通常得ることができる利益を逸することでの損害は、
ほぼ計画された状況で停止した場合と同様と考えられるが、厳密に言えば、計画外で
停止した場合には、運転に携わる要員はプラントの安全な停止とプラント内のプリザ
ベーションに急遽携わることが要求され、その時点で行なっていた業務に加えての作
業となることから、別の応援要員の増員が図られることも考えられる。しかしながら、
その増員分はメンテナンス要員数から見れば無視しうる人数と考えられる。 
ここでの利益とは、計画された停止時と同様に、プラントの運転を継続することで
得られる付加価値である。 
 
計画外に停止した場合の費用は、計画的に停止した場合の上記のコスト要因のみな
らず、製品または半製品のオフスペック(仕様外)による損失がある。計画的に停止さ
せる場合には、極力無駄をなくすために、製品のオフスペック品を製造しないように
運転する。また、中間品である半製品も次の運転に備えてスペック(仕様)に見合った
状態でタンクなどに貯蔵する対応を行なう。しかしながら、突発的な停止においては
そのような運転を行なう余裕がなく、期待されない製品が製造され、スペックに見合
った製品と混合することで、大量のオフスペック品が製造されることもありえる。 
さらに、プラントの製造物によっては、中間品が半固形物の場合、それが製造設備
内に取り残され硬化することで製造設備にダメージを与えることがあり、最悪の場合、
製造設備の故障または破棄につながることがある。 
すなわち、製品または半製品のオフスペックによる損失は、プラントの性質と密接
に関係しており、プラントの特徴を十分に考慮した費用とすることが必要である。 
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化学プラントの製品は、取引先に対し間断なく責任を持って供給することが必要で
ある。なぜならば、顧客は、その製品を原料にして別の新たな製品を製造しているこ
とが多く、原料の中断は即顧客の計画外のプラント中断となり、運転を停止すること
で生じる、通常得ることができる利益を逸することになる。そのため、一般的に、製
品の供給契約時に損害賠償規定が織り込まれることが多く、計画外のプラント中断に
際しては取引先への損害賠償という損失を考慮する必要がある。損害賠償規定は色々
な形態があるが、通常供給中断期間の長さに関係することが多い。 
 
以上のことから、プラントが計画外に停止した場合に発生するコストは、以下の式
（3-2）で示されるように、得るべき利益機会を逸損した機会逸損コスト、メンテナン
スコスト、事故復旧時に必要となる作業要員費用、原料または製品の費用、と取引先
への損害賠償の和として表わされる。 
したがって、 
 
 )},(                        
),(),({),(
CompLosstxRcvOpr
txMtnCosttxOppCosttxUDC
upl
uplupluplupl
+++
+=∑
 
                                     (3-2)
       
 
ただし、 
 
UDC : 計画外停止時のプラント停止コスト 
tupl : プラント停止時間(計画外停止時) 
MtnCostupl : 計画外停止時の設備メンテナンスコスト 
RcvOpr : 事故復旧作業の労務費 
Loss : 原料および製品の損失額 
Comp : 取引先への損害賠償 
 
で表わされる。 
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3.2 プラント全体信頼度のコスト化とメンテナンス間隔
の関係 
 
プラントのメンテナンス間隔を検討する際においては、新規の設備投資をも考慮し
た経済計算の考え方が必要である。 
例えば、プラントにおいてある製品を生産する新旧の設備が 2 種類ある場合、どの
ような運転を行なうかは明白であり、損益分岐点の高い運転コストが低く(人件費が抑
制されるような自動運転装置が完備)原単位の低い新型のプラントを最大生産能力で
稼動させ、それでも需要を満足できない量を損益分岐点の低い旧型のプラントで運転
しカバーすることになる。しかしながら、運転をすることで設備の劣化と運転疲労は
進み、故障率の悪化、すなわち信頼度の低下を招くことも考慮する必要がある。 
このように、設備稼働の評価を行なうことが欠かせない。 
 
プラント設備の実働時間の増減に伴う経済性を評価することは、生産計画と設備の
メンテナンス問題を検討する基礎となる。 
例えば、設備の実働時間または稼働率を向上させる手段の検討、設備の新設・更新
の検討といった、全体の課題の中で、メンテナンス間隔の検討、メンテナンスの方法、
手段を評価する必要がある。 
 
第２章のプラント全体信頼度を論じる中で、並列冗長は与えられた電気系統として
論じてきたが、予備設備の保有ということから設備の実働時間と同様な考慮が必要で
あり、ここにもメンテナンス計画として検討を加える余地がある。その際には、メン
テナンスの回数とその程度、メンテナンスの間隔といった事柄と故障が発生したとき
の損失とを比較検討することが必要となる。並列冗長といった予備設備がある場合に
は、ない場合と比較して実際のメンテナンス時間が同じであった場合でも生産が停止
する時間・期間が異なり、損失の評価額に差が生じてくる。 
 
プラントのメンテナンスを検討するに際し、バスタブカーブでも明らかにしたよう
に、設備も人間と同様に寿命があり、無期限に使用できるものでないことは明白であ
る。設備は長年使用すると次第に維持費が増加し、その能力は一般的に低下していく
ものであり、新しい設備に交換するまでの時間で最も経済的な経済寿命を十分考慮す
ることが必要である。 
以下の図 3-1 に示すように、使用年数が増大するにつれ維持費を含めた設備を運転
するために必要な操業費用（メンテナンス費、消耗費、運転費などを含む）は増加し、
設備の初期投資の設備費用は逆に減少していく。この設備費用と操業費用との和が最
小となった使用年数が経済寿命となる。 
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出典：設備管理工学入門 
図 3-1 設備の経済寿命 
Fig. 3-1 Economic Life of Equipment 
 
本節で検討を深めるプラント全体信頼度のコスト化とメンテナンスの関係は、上記
の設備の経済寿命内で考察されるべきものであり、経済寿命を超えたところでは、電
気系統の経済性を含めた系統の検討も必要となってくる。 
 
プラントの電気設備が上記で述べた経済寿命内であるところで、第２章で述べたプ
ラント全体信頼度と、本章の 3.1 節で述べたプラントの突発的な停止時に発生する費
用から、以下に述べる考え方と定式化により、プラント全体信頼度をコスト化するこ
とができる。 
 
プラントの突発的な停止では、プラント内の電気設備の事故または故障の発生が
原因となり、電気の系統構成が関連してプラントの停止となってくる。 
例えば、式（3-2）で導き出された計画外プラントの停止コスト（UDC）が、10 億
円であった場合、ある定められた時期・時刻でプラントの全体における信頼度が「0.0」
すなわち、累積故障率が「1.0」であれば確実にプラントは停止となり、計画外でのプ
ラントの停止で 10 億円の損害となる。一方、ある定められた時期・時刻でプラントの
全体における信頼度が「0.9」の場合には、10%の確率でプラントが事故または故障な
どの原因で計画外に停止することになり、その場合の停止リスク(期待値)として、 
 10 億円 × 10% ＝ 1 億円 
と考えられる。 
 
使 用 年
設備費用
操業費用 
総費用
費用
の年
金換算値
 
n
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このようにして、プラント全体信頼度を考慮してコスト化されたプラントの計画停
止時の費用からメンテナンス間隔を決定するには、次のように考えることができる。 
 
プラントのメンテナンス時期の決定には、以下のような制約条件の下に、上記で述
べたようなプラントの停止リスクと、プラントの計画停止時の費用との比較を行なう
ことで可能となる。 
すなわち、 
 
(1)  法定点検間隔による条件 
法律・規制では、定められた定期点検期間より短い間隔でのメンテナンスの実
施を義務付けている。 
法定点検修理の実施間隔は、プラントの種別、その構成機器、運転・設備・保
安防災管理の状況に応じ、保安上の観点から定められている。 
(本論文では、日本国内の法律に基づき、対象とした産業プラントの事業所が優
良事業所であったとして取扱い、法定間隔を 4 年として検証する。) 
 
(2)  プラント信頼度評価に基づく条件 
プラント内の電気設備は、プラントの稼動開始とともに経年劣化が始まり、プ
ラント稼働中は常に計画外停止のリスクが伴っている。しかしながら、わずか
なリスクを考慮して頻繁にメンテナンスを実行すれば、メンテナンスコストが
膨らむ上にプラントの稼働率も下がるため、期待される収益が上がらなくなる
ことは明白である。一方、プラントの稼動を優先して大事故が発生するような
事態はなんとしても回避しなければならない。したがって、プラントのメンテ
ナンスは、プラントの計画外停止リスクが許容できる範囲内にあり、かつプラ
ントの収益を下げすぎないタイミングで行なうことが必要となる。 
本論文では、コスト化されたプラントの計画外停止リスクと計画停止時のプラ
ント停止コストが均衡する点を最適メンテナンス時期と考え、取り扱っている。 
 
そこで、ある時刻・時期 t において、プラント信頼度と計画外停止時のプラント停
止コストから、計画外停止時のプラント停止コストのリスク(期待値) ExUDC を求め、
それを計画停止時のプラント停止コストと比較する。次に、以下のような判断のもと、
メンテナンスを実行すべきか否かを判断する。 
すなわち、時刻・時期 t で ExUDC=PDC が成立し、かつ時刻・時期 t が法定で規定
される期間・時期より前ならば、プラント信頼度評価による判断が優先され、時刻・
時期ｔにおいてメンテナンスを実行するという判断を行なう。時刻・時期 t が、法定
で規定される期間・時期より後ならば、法定間隔でのメンテナンスが実施されること
になる。 
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上記の判断を式で表現すれば、次のようになる。 
 
PDCExUDC >  : 法定間隔 4 年で計画した場合には、その間に発生
する計画外停止による損失が定期的メンテナンス
を行なう場合の損失を上回る。すなわち、リスク
が高い状態。 
PDCExUDC <  : 法定間隔 4 年で計画した場合には、その間に発生
する計画外停止による損失が定期的メンテナンス
を行なう場合の損失を下回る。すなわち、リスク
が低い状態であり、時期的にメンテナンス実行に
余裕あり。 
PDCExUDC =  : 法定間隔 4 年で計画した場合には、その間に発生
する計画外停止による損失が定期的メンテナンス
を行なう場合の損失と同等。すなわち、メンテナ
ンスを実施するのに適切な時期。 
 
PDCExUDC = となる時期が、メンテナンスを実行する時としてもっとも適切な時
期か否かは、より高度なリスクマネジメントの考え方に沿うことになり、最終的には
企業経営判断を待つことになろう。 
少なくとも、メンテナンスを行なう時期を判断する、重要な指標となることは明らか
である。 
 
以上の関係を解かりやすく示すために、これらの関係を図 3-2 に示す。 
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図 3-2 プラント停止リスクとメンテナンス時期 
Fig.3-2  Plant Failure Risk and Maintenance Execution Timing 
 
 
図 3-2 で示された計画停止時のプラント停止コスト(時間に関係なく一定)の PDC と、
時間の係数となるコスト化された計画外停止コスト ExUDC が等しくなる点、すなわ
ち、 PDCExUDC = を最適なメンテナンス時期としているが、突然のプラント停止に
よって失うブランド価値や、面子といった時間関数のコストとしては表わしづらいと
考えられるものを考慮した場合には、計画外停止コストのカーブは「0」を基点とした
カーブにある一定の定数を加えたコストとなり、その交点は左に移動し、上記に示し
た最適メンテナンス時期よりも早い時期となることは明らかである。 
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3.3 簡易産業プラントモデルを用いたメンテナンス間隔
決定の計算例 
 
プラントのメンテナンス間隔を決定するに当たっては、プラント内の電気設備の停
止がプラント全体の停止に繋がるか否かが重要であることを第２章で述べた。本節で
は、プラント停止判断の基礎検討として、簡易産業プラントモデルを用いた場合のプ
ラント停止条件と電気設備のメンテナンス間隔を Sigmoid 関数近似による電気設備の
信頼度曲線に基づいて決定する手法について述べる。 
 
プラントにおける製品の製造過程は、大きく分けると、原料の投入、組立・加工/
反応、製品払出の 3 工程となる。産業プラントの構造においては、特に組立・加工/
反応設備では、連続/半連続運転上からの必要性、プラントの停止リスクの低減などの
理由から設備を構成している機器類が並列冗長となっている場合が多い。このような
背景から、以下のようにプラント構造を分類し、電気設備の信頼度とプラント全体の
信頼度の関係を明らかにし、提案するプラント信頼度に基づいたメンテナンス間隔決
定手法の有効性を検証する。 
 
まず 3.3.1項にて、最も単純な構造である直列結合型プラントの場合について述べ、
続く 3.3.2 項では冗長導入されている設備が設置されている場合の基本構造として、
直列・並列の双方を含む直並列結合型プラントの場合について述べる。 
 
 
3.3.1 直列結合型プラントにおける電気設備の信頼度とプラ
ント全体信頼度 
 
生産ラインが直列結合のみで構成されるプラントは、プラント内の電気設備のいず
れか 1 台が故障するとプラントが全停止する構成のプラントである。ここで、プラン
トが直列結合プラントであることと、プラント内の全ての電気設備が直列に接続して
いることが必ずしも等価ではないことに注意が必要である。 
 
直列結合型プラントのプラント全体の信頼度は、全電気設備信頼度の積で表現され、
次式のようになる。 
 
ENttEtEInt RLBTRLBTRLBTRLBT *** 21 L=          (3-3) 
 
RLBTInt : プラント全体の信頼度 
RLBTEit : 第 i 電気設備の信頼度 
第３章 電気設備の信頼度に着目したプラント全体信頼度の 
コスト化とメンテナンス間隔決定の概念 
 
 43
直列結合された生産ラインのみから構成される簡易プラントモデルを図 3-3 に示す。
図 3-3 は簡単な構造の石油化学プラントをイメージしており、原料が Line 1 に入り、
Line 1 で生成された中間生成物が原料として Line 2 に入る。そして、Line 2 で生成さ
れた中間生成物が原料として Line 3 に入り、最終製品として Line 3 より払い出される
工程のプラントである。 
 
電気系統構成は、電力を電力会社(Power Grid)より受電しており、各 Line に放射状
に電力が流れる構成となっており、電力会社からいずれの Line へ向かう電力供給経路
も 1 種類である。したがって、いずれの電気設備が故障した場合でも Line 1 から Line 
3 までのいずれかの Line が停止し、プラントとしての機能が完全に停止する。本項の
冒頭でも述べているが、直列結合型プラントであっても、全ての電気設備が直列接続
になっていないことが図 3-3 から読み取れる。 
 
すなわち、直列結合型プラントとは、プラント機能を維持するための各電気設備の
機能が直列接続の関係になっているプラントのことであるといえる。 
 
 
Line 3 
Line 1 
Line 2 
Material 
Product 
Power Grid EE1 
EE2 
EE3 
EE4 
EE5 
EE6 
EE: Electrical Equipment 
 
図 3-3  直列結合型プラントモデル 
Fig. 3-3 Series Connected Plant Model 
 
 
本項において採用した電気設備の信頼度曲線作成における Sigmoid 曲線の係数設定
を表 3-1 および表 3-2 にそれぞれ示す。 
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表 3-1  Sigmoid 関数係数設定(直列型) 
Table 3-1 Coefficients for Sigmoid Function (Series) 
Equipment 
No. Equipment Name A TL 
1 Transformer 1 (EE1) 1.25 15 
2 Transformer 2 (EE2) 1.25 15 
3 Transformer 3 (EE3) 1.25 15 
4 Circuit Breaker 1 (EE4) 2.5 15 
5 Circuit Breaker 2 (EE5) 2.5 15 
6 Circuit Breaker 3 (EE6) 2.5 15 
 
 
 
表 3-2  プラント内電気設備(直列型) 
Table 3-2 Electrical Equipment (Series) 
No Name 
Connecting 
Equipment 1 
(Upstream) 
Connecting Equipment 2 
(Downstream) 
EE1 Transformer 1 Power Grid EE2, EE3, EE4 
EE2 Transformer 2 EE1 EE5 
EE3 Transformer 3 EE1 EE6 
EE4 Circuit Breaker 1 EE1 Process 1 
EE5 Circuit Breaker 2 EE2 Process 3 
EE6 Circuit Breaker 3 EE3 Process 2 
 
 
表 3-1 の各数値を第２章で述べた式(2-1)に代入して、変圧器および遮断器の信頼
度曲線を求めると、第２章での図と同様にそれぞれ図 3-4、3-5 のようになる。 
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図 3-4  変圧器の信頼度曲線（Sigmoid 関数近似） 
Fig. 3-4 Transformer Reliability Curve (Sigmoid Function) 
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図 3-5  遮断器の信頼度曲線（Sigmoid 関数近似） 
Fig. 3-5 Circuit Breaker Reliability Curve (Sigmoid Function) 
 
電気設備の信頼度とメンテナンス間隔についての検証結果は、他のプラント構造に
おける検証結果も含めて次項で述べる。 
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3.3.2 直並列結合型プラントにおける電気設備の信頼度とプ
ラント全体信頼度  
 
生産ラインが直列結合と並列結合で構成されるプラントでは、プラント内の電気設
備のいずれか 1 台が故障しても、即プラントが全停止するとは限らない。したがって、
プラントが停止する事故条件から、その条件を発生する電気設備をグループ化し、そ
のグループの信頼度を用いて計算する必要がある。 
 
したがって、直並列結合型プラントの信頼度は、事故発生条件に関わる電気設備群
の信頼度を用いて次式のようになる。 
 
EPNttEPtEPInt RLBTRLBTRLBTRLBT *** 21 L=            (3-4) 
 
ここで、 
RLBTEPit : 第 i 番目の並列型接続電気設備群の信頼度 
 
並列型接続電気設備群に属する電気設備の選択基準は、原則として以下の 1 点であ
る。 
 
「プラント機能を維持するための各並列型電気設備群の機能が、直列接続になって
いること。」 
 
上記原則に沿った設備群形成の例としては、同じ仕様の電気設備 2 台を 1 つのグル
ープとし、うち 1 台をスペアとした構成、もしくは、図 3-3 内のプロセス Line に含ま
れる電気設備をまとめて 1 つのグループと考える構成がある。グループ形成は、解析
の規模や要求される精度を考慮したうえで決定する。本節では、解析の対象とする電
気機器として変圧器と遮断器に焦点を当てているため、負荷設備に関わる電気設備を
ひとつのグループとして、図 3-3 のように Line 1、2、3 とし、更にその信頼度を「1.0」
と仮定した解析を行なっている。  
 
プラント内の電気設備総数 N と、プラント停止事故を発生する電気設備群総数 PN
の間には、以下の関係がある。 
 
PNN ≥                                                   (3-5) 
 
N = PN の時、1 つの並列型接続電気設備群に属する電気設備数は 1 つだけとなる
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ため、プラントは直列型プラントになる。 
 
直列結合および並列結合された生産ラインから構成される直並列結合型プラントモ
デルを図 3-6 に示す。 
 
この直並列結合型プラントは、3.3.1 項の直列型プラントの Line 2 が二重化され、
並列構造となっている。Line 2 では、2-1 および 2-2 のいずれか一方が稼動していれば
プラントの要求パフォーマンスが達成され、また、一方に事故が発生した場合には瞬
時に残りの一方に切り替わるよう制御可能であると仮定した。 
 
変圧器および遮断器の信頼度曲線は 3.3.1 項と同様に、それぞれ図 3-4、図 3-5 のよ
うになる。 
 
 
Line 3 
Line 1 
Line 2-1 
Material 
Product 
Power Grid EE1 
EE2 
EE3 
EE4 
EE5 
EE6 
EE: Electrical Equipment 
Line 2-2 
EE7 
Line 2 
 
図 3-6 直並列結合型プラントモデル 
Fig. 3-6 Series and Parallel Structured Plant Model 
 
本項も、前項と同様に電気設備の信頼度曲線作成に Sigmoid 曲線による近似を行な
った。プラント内電気設備の名称および接続関係、Sigmoid 曲線の係数設定を表 3-3
および表 3-4 にそれぞれ示す。 
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表 3-3  Sigmoid 関数係数設定(直並列型) 
Table 3-3  Coefficients for Sigmoid Function (Series and Parallel) 
Equipment 
No. Equipment Name A TL 
1 Transformer 1 (EE1) 1.25 15 
2 Transformer 2 (EE2) 1.25 15 
3 Transformer 3 (EE3) 1.25 15 
4 Circuit Breaker 1 (EE4) 2.5 15 
5 Circuit Breaker 2 (EE5) 2.5 15 
6 Circuit Breaker 3 (EE6) 2.5 15 
7 Circuit Breaker 4 (EE7) 2.5 15 
 
 
表 3-4  プラント内電気設備(直並列型) 
Table 3-4 Electrical Equipment (Series and Parallel) 
No Name 
Connecting 
Equipment 1 
(Upstream) 
Connecting Equipment 2 
(Downstream) 
EE1 Transformer 1 Power Grid EE2, EE3, EE4 
EE2 Transformer 2 EE1 EE5 
EE3 Transformer 3 EE1 EE6 
EE4 Circuit Breaker 1 EE1 Process 1 
EE5 Circuit Breaker 2 EE2 Process 3 
EE6 Circuit Breaker 3 EE3 Process 2-1 
EE7 Circuit Breaker 4 EE3 Process 2-2 
 
ここでは、直列型および直並列型のいずれのプラントもメンテナンス費用および生
産量は等しいとして比較する。各設定値を表 3-5 に示す。 
 
 
表 3-5  プラント運用コストと製品払出価格 
Table 3-5 Plant Operation Cost and Product Price 
Item Cost / Price ($/hour) 
Material Cost 2400 
Electrical Cost 100 
Operators’ Labor Cost 500 
Product Price 6000 
 
表 3-3 ～ 表 3-5 に示した各値を用いたプラントの信頼度曲線を図 3-7 に示す。直
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並列型プラントは、Line 2 に並列結合ラインを含んでいるため直列型プラントと比較
して信頼度の低下が緩やかになっている。 
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図 3-7 プラントの信頼度曲線 
Fig. 3-7 Plant Reliability Curve 
 
 
直列型および直並列型プラントにおける電気設備の新規導入から最初のメンテナ
ンスまでの期間について、事故によるプラント停止継続時間別に計算した結果をそれ
ぞれ表 3-6 および表 3-7 に示す。 
 
 
表 3-6  最初のメンテナンスまでの期間 (直列結合型) 
Table 3-6 First Maintenance Interval (Series) 
Plant Downtime (hrs) Interval (years) 
24 2.93 
36 2.73 
48 2.61 
72 2.42 
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表 3-7  最初のメンテナンスまでの期間 (直並列結合型) 
Table 3-7 First Maintenance Interval (Series and Parallel) 
Plant Downtime (hrs) Interval (years) 
24 3.01 
36 2.81 
48 2.68 
72 2.49 
 
表 3-6 および 3-7 を比較すると、Line 2 が並列結合ラインとなっている直並列結合
型プラントが、直列結合型プラントよりも信頼度が高い分だけ、最初のメンテナンス
実行までの期間が長いことが分かる。これは、Line 2 が並列化されたことにより、Line 
2 内の電気設備 EE6 および EE7 が同時に故障しない限り、Line 2 に起因するプラント
停止が発生しないためである。すなわち、通常の使用状態においてプラント停止リス
クが低いといえる。 
 
本項では、直並列結合型プラントの信頼度評価手法並びに、提案手法による信頼度
評価に基づくメンテナンス計画策定手法として、プラント電気設備新規導入後の最初
のメンテナンス実行時期決定手法を提案した。 
 
提案手法により、プラントが計画外の全停止に至った場合の損害を含む総コストと
プラントの信頼度曲線から、メンテナンスを実行する適切な時期が求められることを、
モデル系統を用いて検証した。 
 
検証の結果、プラントが並列結合の生産ラインをもつことにより、プラント全体の
信頼度が高くなり、電気設備新規導入後の最初のメンテナンス実行までの期間が長く
なることが明らかとなった。この信頼度向上、およびメンテナンス実行までの期間が
長くなることによるメリットと、プラントの生産ラインを並列にすることによるコス
トとを比較することにより、プラント所有者がより高い投資効果を持つプラントの設
計が可能になると考えられる。 
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3.4 まとめ 
 
本章では、産業プラントが停止する場合に、プラントが継続して運転している状態
と比較し、どのような費用が追加的に必要となるかを考察し、その費用を定量的に
表わすことを試みた。つぎに、停止を計画的な停止と計画外の停止とに分類し、それ
ぞれを時間の関数として定式化した。その中で、突発的な計画外の停止は、個々の
電気設備の事故または故障の発生確率と系統構成が係ることで生じるプラントの
全停止であることから、個々の電気設備の信頼度とプラント全体信頼度が大きく係
ってくることを示した。 
 
また、第２章で考察した電気設備の信頼度に着目したプラントの全体の信頼度から、
計画外に発生するプラントの停止時の費用を考慮することでコスト化を図り、その関
連からメンテナンス間隔を決定する基本的概念を明確にすることで、最適メンテナン
ス間隔決定手法の基礎を整理した。引き続いて、簡易産業プラントモデルを使用す
ることで、事前に計画されたプラントの停止と、計画外の停止における発生費用の
比較検討を行ない、最適なメンテナンス間隔決定の基本的な手順を検証した。 
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第４章 複雑系産業プラント電気設備の 
   メンテナンス間隔を決定 
 するための手法 
 
 
 
 
本章では、第２章に述べたプラントのメンテナンス間隔を決定するに際して重要と
なる、プラント内の電気設備の信頼度とプラント全体信頼度の関係、および第３章で
示したプラントの全体信頼度のコスト化とメンテナンス間隔決定に対する概念および
簡易産業プラントモデルによる計算例を踏まえたうえで、本論文で提案しているとこ
ろの、複雑系産業プラント全体の信頼度に注目した電気設備のメンテナンス間隔決定
手法について具体的に述べる。まず 4.1 節で第３章での簡易産業プラントモデルを用
いた検討の拡張として、モンテカルロ法の導入とワイブル分布近似による評価につい
て述べ、続く 4.2 節で提案手法の大規模プラントモデル適用への拡張方法と検証結果
について述べる。 
 
 
4.1 簡易産業プラントモデルに対する拡張手法の適用 
 
本節では、第３章の計算に用いた簡易産業プラントモデルについて、大規模プラン
トモデルへの拡張に向けた基礎検討として、電気設備の事故発生をモンテカルロ法を
適用して模擬する方法について述べる。また、ワイブル分布近似による電気設備の信
頼度曲線を作成し、Sigmoid 関数による結果との比較を行なう。 
 
4.1.1 モンテカルロ法とワイブル分布近似による評価   
 
プラント内には多数の電気設備が存在し、各々が直列的または並列的に接続されて
いる。これら多数の電気設備の複雑な結合により 1 台の電気設備の故障が即プラント
の停止に繋がる場合もあれば、複数台の故障が発生して初めてプラントの停止に繋が
る場合もある。 
 
このような複雑かつ多彩な現象を検討するに際しては、電気設備の数と接続点数か
ら、その場合数は級数的に増大し、これらを人力（人の力）で 1 つ 1 つ検討すること
は事実上不可能である。このような多くの現象を、漏れなくかつ重複することなく取
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り扱うのに適した方法の 1 つがモンテカルロ法である。 
 
本項では、多数の電気設備が存在する産業プラントの信頼度評価手法にモンテカル
ロ法を用いるための基礎的な検討として、簡易プラントモデルへの適用結果について
述べる。 
 
電気設備の信頼度曲線作成手法に関しては、第３章との信頼度曲線結果の比較のた
めに、ワイブル分布近似を用いている。 
 
本論文では、電気設備の信頼度曲線に従った電気設備の事故判定を MT（Mersenne 
Twister)法によるモンテカルロシミュレーションにより行なう。 
図 4-1 に、MT 法モンテカルロシミュレーションのフローチャートを示す。 
 
MT（Mersenne Twister)法 とは、松本 眞氏、西村 拓士氏によって開発された疑似
乱数生成アルゴリズムである。非常にすぐれたアルゴリズムとして、様々な所で利用
されていることから、本論文のモンテカルロ法における乱数発生に採用した。 
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k  : プラント内の電気機器数 
n  : 生成乱数の数 
t   : シミュレーション期間 
i  : k のカウンタ変数 
j : n のカウンタ変数 
τ : t の時間変数 
m : 全試行回数のうちプラントが稼動した回数 
 
 
図 4-1  MT 法モンテカルロのフローチャート 
Fig. 4-1 Flowchart of MT Monte Carlo 
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検証には、複数系統のラインから構成されている直並列結合型モデルプラントを使
用した。 
 
図 4-2 に検証に使用したプラントモデルを示す。生産ライン 1 は 3 系統（Line 1-1、
Line 1-2、Line 1-3）で構成されており、通常状態では、3 系統の内 2 系統が稼動する
こととした。生産ライン 2（Line 2-1、Line 2-2）および生産ライン 3（Line 3-1、Line 3-2）
は 2 系統で構成されており、通常状態ではいずれかの 1 系統が稼動していることとし
た。 
 
 
 
 
EE1 EE2   
EE3
EE4
EE5
EE6
EE11   EE10   EE9
EE8 
EE7 
Line 1-1 
Line 1-2 
Line 1-3 
Line 2-1 
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Line 3-1 
Line 3-2 
 
図4-2 直並列結合型プラントモデル 
Fig. 4-2 Series and Parallel Structured Plant Model 
 
表 4-1 に各電気設備のワイブル分布パラメータを示す。本項における検証では、同
種の電気設備は同じワイブル分布パラメータに従った信頼度を持つと仮定して検証を
行なった。 
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表4-1 ワイブル分布パラメータ 
Table 4-1 Parameter for Weibull Distribution 
No. Equipment Name m α 
EE1 Transformer 6.0 51.0 
EE2 Transformer 6.0 51.0 
EE3 Circuit Breaker 6.0 36.0 
EE4 Circuit Breaker 6.0 36.0 
EE5 Transformer 6.0 51.0 
EE6 Transformer 6.0 51.0 
EE7 Transformer 6.0 51.0 
EE8 Transformer 6.0 51.0 
EE9 Transformer 6.0 51.0 
EE10 Circuit Breaker 6.0 36.0 
EE11 Circuit Breaker 6.0 36.0 
 
表 4-1 のワイブル分布パラメータに従い作成した変圧器および遮断器の信頼度曲線
をそれぞれ 図 4-3、4-4 に示す。 
 
0
0.5
1
0 6 12 18 24 30 36 42 48
Time(month)
Reliability
 
図 4-3 変圧器の信頼度曲線（ワイブル分布関数近似） 
Fig. 4-3 Transformer Reliability Curve (Weibull Distribution Function) 
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図 4-4 遮断器の信頼度曲線（ワイブル分布関数近似） 
Fig. 4-4 Circuit Breaker Reliability Curve (Weibull Distribution Function) 
 
電気設備に発生した事故が、プラントの停止を引き起こすか否かを判定するため、
プラントの構成を元に事故テーブルを作成する。 
 
検証に使用するプラントモデルは、変圧器が 7 つ、遮断器が 4 つ、計 11 個の電気
設備が設置されたプラントである。このプラントでは 1 から 3 までの生産ラインを経
て製品を作り出している。生産ライン 1 を 3 系統、生産ライン 2 を 2 系統、生産ライ
ン 3 を 2 系統とし、それぞれ 1 系統を冗長化した並列構造をとることによってプラン
トの信頼度を高めている。各生産ラインが 2 系統同時に故障しない限り、プラントは
必要とされる性能を有している。 
 
各生産ラインの電気設備の稼動パターンすべての組み合わせを考えると、 
 
)*()*()( 33231322122212 CCCCCCC ++++                       (4-1) 
 
となり、63 通りの組み合わせが存在する。生産ライン数や、生産ラインに含まれる電
気設備数が増えれば、組み合わせ数は級数的に増えるために、プラント内の全電気設
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備の稼動パターンを列挙し、プラント状態を判定することは、通常の計算では現実的
には不可能である。 
 
そこで、プラントが全停止に至る電気設備の事故パターンのみを列挙し、事故テー
ブルを作成することによって、実際に検討する組み合わせ数を減じることが可能とな
る。 
 
検証に使用したプラントモデルの事故テーブルを表 4-2 に示す。 
 
表 4-2  事故テーブル 
Table 4-2 Failure Table 
No Failure Eq. No. 1 Failure Eq. No. 2 
F1 EE1 --- 
F2 EE2 EE7 
F3 EE2 EE8 
F4 EE3 --- 
F5 EE4 EE7 
F6 EE4 EE8 
F7 EE5 --- 
F8 EE6 EE7 
F9 EE6 EE8 
F10 EE7 EE8 
F11 EE7 EE9 
F12 EE8 EE9 
F13 EE10 EE11 
 
表 4-2 より、実際に検討すべき電気設備状態の組み合わせが 63 から 13 に減じられ
たことがわかる。モンテカルロ法によって生成された各電気設備の状態が、表 4-2 の
条件に当てはまる場合はプラント停止、当てはまらない場合にはプラントは通常運転
状態と判定する。 
 
表 4-3 にプラント運用コストと製品払出価格を示す。本項では、プラントが通常運
転状態にあるときには表 4-3 内の製品価格に相当する生産能力があるとする。また、
通常の製品生産能力以上の生産を行なう目的などで、全系統同時運転は行なわないこ
ととする。 
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表 4-3  プラント運用コストと製品払出価格 
Table 4-3 Plant Operation Cost and Product Price 
Item Cost / Price ($/hour) 
Material Cost 2400 
Electrical Cost 100 
Operators’ Labor Cost 500 
Product Price 6000 
 
図 4-5 にプラント全停止から復旧までに要する時間を 24 時間、36 時間、72 時間と
した場合のプラント計画外停止コストの期待値 ExUDC とプラント計画停止コスト
PDC の値を示す。 
 
プラント新規建設からの経過時間が長くなるほど ExUDC の値は大きくなり、プラ
ント全体の信頼度がほぼ 0 になると、事故停止による損害額と等しくなる。 
 
 
24hrs
48hrs
72hrs
PDC 
12     18    24     30     36     42     48 
Month
75000 
150000 
225000 
300000 
375000 
0 
450000 
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図 4-5 プラント停止コスト曲線 
Fig. 4-5 Plant Downtime Cost 
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表 4-4にプラント補修時期を示す。プラントの計画停止コストである PDC = $75,000
と ExUDC が等しくなるときがプラントの最適補修時期である。今回の結果では、信
頼度曲線に基づく判定で 4 年を越えるものはないので、法定の期間よりも早い段階で
補修実施を行なうべきであると判断できる。 
 
また、プラントが全停止に至ってから復旧までの時間が長くなると推定される場合
には、より早い段階での補修を行なう必要があることがわかる。 
 
表 4-4  プラント補修時期 
Table 4-4 Plant Maintenance Timing 
Downtime Maintenance Timing 
24 Hrs 33.0 Mths 
48 Hrs 31.0 Mths 
72 Hrs 29.5 Mths 
 
本項では、ワイブル分布に基づいた電気設備の信頼度曲線からプラント全体の信頼
度を評価する手法と、プラント信頼度と事故テーブルから適切なプラント補修時期を、
モンテカルロ法を用いて決定する手法を提案し、その有効性を検証した。 
 
事故テーブルとモンテカルロ法を用いることによって、プラント内に多数の電気設
備が存在する場合でも、比較的少ない組み合わせ検討でプラントの信頼度が評価可能
となり、プラント補修時期が決定できることを明らかにした。 
 
 
4.1.2 信頼度曲線作成手法の比較および大規模プラント適用
への課題 
 
電気設備の信頼度曲線の作成について、第３章で採用した Sigmoid 関数近似と本章
4.1.1 項で採用したワイブル分布近似の結果に差は見られず、いずれの方法でも同様な
信頼度曲線を作成することができることが明らかとなった。 
 
一方、このように同様な結果となった背景の一つには、第２章で述べているように、
産業プラントに導入される電気設備の信頼度の特性が、初期段階で高く、経年ととも
に指数関数的な現象を伴うものであったことが挙げられる。しかし、将来の産業プラ
ントに導入されるあらゆる電気設備の信頼度の特性が必ずしも従来と同様の信頼度特
性であるとはいえない。したがって、多くの特性に対応しやすい定式化がなされてい
るワイブル分布近似を信頼度曲線作成手法として採用することが、将来の電気設備の
信頼度特性の多様性にも対応しやすいものと推測される。 
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4.1.1 項において、多数の電気設備が存在するプラントの事故停止判定手法として
事故テーブルを作成した。このように、事故テーブルを作成することによって、63 の
組み合わせのうち、検討対象を絞り込み、13 に減じることができた。しかしながら、
さらに大規模複雑系プラントへの拡大を考えた場合、電気設備数の増加に伴って組み
合わせ数は級数的に増加することから、人力での事故テーブル作成による絞込みでは
限界がある。 
 
以上を踏まえた上で、本論文では、大規模複雑系プラントへの提案手法適用には以
下の 2 点に留意した。 
 
(1) ワイブル分布関数による信頼度曲線近似を行ない、将来の電気設備の信頼度特
性の多様性にも対応できるようにする。 
(2) 電気設備数の増加に備え、事故テーブルによらないプラントの事故停止判定を
行なう。 
 
次節において、メンテナンス間隔決定に対する提案手法を、大規模複雑系プラント
に適用するための方法を検討し、その有効性を検証する。 
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4.2 実系統に即した複雑系産業プラントモデルに対す
る提案手法の適用 
 
本節では、簡易産業プラントモデルで検証した電気設備の信頼度曲線に基づいたプ
ラントのメンテナンス間隔決定手法を、複雑系産業プラントモデルへの適用に向けて
の手法を提案し、有効性を実証する。 
 
前節で明らかとなった複雑系産業プラントモデルへの提案手法の適用課題として、
電気設備の増加に対し、事故テーブル作成によらないプラントの事故停止判定の実現
がある。本節ではこの解決法として、グラフ理論に基づいた、電源と各電気設備間の
電源供給経路探索手法を提案し、事故テーブルを作成せずにプラントの事故停止判定
が可能となることを明らかにする。また、その手法を実際の複雑系産業プラントモデ
ルへ適用することで、その有効性を示す。 
 
まず 4.2.1 項では、実際のプラントに近い構成を持つ産業プラント電気系統のモデ
ル化と電気系統運用方法について述べる。続く 4.2.2 項では、本節で提案する電源と
各電気設備間の経路探索手法について、理論と本論文での適用手順を示し、4.2.3 項で
は、本節で検証する電気設備の信頼度特性についての前提条件とデータおよび実プラ
ントに即したプラント停止時に発生する費用について整理する。4.2.4 項にて数値計算
例と考察を行ない提案手法の有効性を明らかにする。 
 
4.2.1 実系統のモデル化と電気系統運用方法 
 
前節でも述べたように、産業プラントの基本構造は直並列結合型である。実プラン
トは、機能的にも物理的にも各種の設備が直列、あるいは並列に結合されたものの集
合体である。この中で電気設備について注目すると、簡易モデルでは、電圧階級は高
圧および低圧の 2 種類として検討を進めたが、大規模実プラントでは受電電圧から単
相での使用電圧まで含めると、4～7 種類程度の使用電圧があるのが通常である。この
ような状況を鑑みて電圧階級を細分化した。 
 
また、実プラントでは、多数の電気設備が二重化されており、電源設備にいたって
は、電力会社からの 2 回線受電に加えて自家発電設備併設の導入例も多い。本章では、
このような実規模プラントに対する提案手法の適用を検証するために、それに適した
複雑系産業プラントモデルを作成した。 
図 4-6 に検証に使用するプラント電気系統モデルを示す。このプラントモデルは、
ある国の化学プラントコンプレックスをモデルにしたものである。配電系統は 2 回線
受配電であり、さらに自家発電設備「G1」を有している。また、もう 1 台の自家発電
設備「G2」は非常用電源であり、通常状態では稼動していない。 
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図 4-6  複雑系プラントモデル 
Fig. 4-6 Complex Plant Model 
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図 4-6 に示した複雑系プラントモデルにおける、プラントの運転継続および停止の
条件は、以下と仮定する。 
 
(1) L1、L2 は、どちらかの負荷が受電状態であればプラント全体として運転継
続。L1、L2 共に停止した場合は、プラント全体が停止とする。「L3、L4」、
「L5、L6」、「L7、L8」、「L9、L10」、「L11、L12」、「L13、L14」も同様に、
どちらかの負荷が受電状態であればプラント全体として運転継続であり、
共に停止した場合は、プラント全体が停止とする。 
(2) L15 は、プラントを安全に停止するために必要な負荷、もしくは最低限の
保安用負荷であり、停止した場合には、プラント全体の停止と判断する。 
(3) プラント内制御、計測機器に電源を供給している UPS（Uninterruptible Power 
Supply）電源が何らかの理由で停止した場合にはプラント全体が停止と判
断する。 
(4) G2 は非常用発電機であり、「Normal Off」で、G2 の母線電圧が Off となっ
たことで始動することとし、プラント通常運転中は停止しているとする。 
(5) 上記(1)～(3)の条件下でのプラント運転停止は計画外停止とする。 
 
 
4.2.2 電源と各電気設備間の線路探索手法 
 
図 4-6 の複雑系プラントモデルでは、プラント内のいずれかの電気設備に事故が発
生したとしても、常にプラント停止となるとは限らない。プラント停止となるのは、
4.2.1 項に示した停止条件を満たした場合である。したがって、プラント内の電気設備
に事故が発生した場合に、L1～L15 の各負荷に電気が供給されているか否かを調べる
必要がある。 
 
A. 線路探索手法の理論的背景 
 
電源と負荷間の給電経路の存在を探索する方法として、文献（1）の中で紹介されて
いるグラフ理論を適用する。グラフ理論における接続遷移行列の導出として、以下に
インシデンス行列と接続遷移行列について、図 4-7 および 4-8 の有向グラフを例にし
た文献（1）の説明の抜粋版を示す。 
 
第４章 複雑系産業プラント電気設備のメンテナンス間隔を決定するための手法 
 
 65
 
3 2 1 
4 5 6 
7 
0 
1 
2 3 4 
 
図 4-7 有向グラフ 
Fig. 4-7 Directional Graph 
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図 4-8 ブランチとリンク 
Fig. 4-8 Branch and Link 
 
 
1) インシデンス行列 A 
 
有向グラフにおける接点と線の結合関係を示す行列で、縦に接点番号（0 番を除く）、
横に枝番号をとる n × e 行列で次のように定義できる。 
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⎥⎥
⎥
⎦
⎤
⎢⎢
⎢
⎣
⎡
= ijaA   
e 
n 
                           (4-2) 
0=ija   ： 接合していない。 
1=ija    ： 枝 j がノード i に接合していて枝の方向が i に向かう方向と逆。 
1−=ija  ： 枝 jがノード iに接合していて枝の方向が iに向かう方向と一致。 
 
図 4-7 のようなグラフのブランチを図 4-8 のようにとると、インシデンス行列は次
式のようになる。 
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1001100
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              (4-3) 
 
 
2) 接続遷移行列 T 
 
インシデンス行列 A を次式のように表現する。 
 
−+ −= AAA                                               (4-4) 
 
ただし、 A+ は、 A 要素の+1 のところのみを 1 とした行列であり、 A- は、 A 要
素の-1 のところのみを 1 とした行列である。いま、 
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⎥⎥
⎥
⎦
⎤
⎢⎢
⎢
⎣
⎡
= =−+ ijT tAAT   
 
n 
n 
              (4-5) 
と定義すると、 
 
0=ijt  ： ノード i からノード j に向かう有向枝がないとき。 
1=ijt   : ノード i からノード j に向かう有向枝があるとき。 
 
となっている。 
 
図 4-7 のグラフにおいて、図 4-8 のブランチを仮定した場合の状態遷移行列は次式
のようになる。 
 
 
⎢⎢
⎢⎢
⎢
⎣
⎡
⎥⎥
⎥⎥
⎦
⎤
=
0
0
1
0
1
0
1
0
0
0
0
1
0
0
0
0
     T
 
① 
② 
③ 
④ 
① ② ③ ④ 
                                         (4-6) 
 
また、 T に対して要素の積和をブール代数演算して T k を作るとき、その要素が 
 
1)( =kijt                                                           (4-7) 
 
となるのはノード i からノード j へ至る長さ k 以下の有向系列があるときに限られる。 
 
（文献(1) 奈良宏一・佐藤泰司 「システム工学の数理手法」 オーム社より抜粋） 
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B. 複雑系プラントモデルに対する線路探索手法の適用 
 
複雑系プラントモデルに対し、接続遷移行列を使用して負荷と電源間の経路探索を
行なうためには、以下の規則に従ってプラント配電系統を有向グラフで表現する必要
がある。 
 
(1) プラント内の 1 つの電気設備を、向きが異なる 2 本 1 対の有向グラフと対応
させる。 
(2) 上記の対応で、双方向の流れを可とする場合には、2 本 1 対のままで表現し、
逆流を阻止する保護装置が設置される場合には、1 本として表現する。 
(3) 電気設備同士の接続点をノードとする。 
(4) 電気設備が事故停止の場合には、事故停止電気設備に対応する有向グラフを
取り去る。ただし、接続点ノードを取り去ることはしない。 
 
上記の規則に従って設定した有向グラフからインシデンス行列を作成し、更に接続
遷移行列を作成すると、負荷が接続するノードから目的ノードに至る経路が存在する
かを判断することが出来る。 
 
以下にインシデンス行列と接続遷移行列の作成例を示す。 
 
図 4-9 に示す電気系統において、遮断器および変圧器を対象としてインシデンス行
列および接続遷移行列を作成する手順は以下の通りとなる。 
 
(1) 図 4-9 内の対象電気設備に有向グラフ番号をつける。 
(図 4-10 内丸なし番号) 
(2) 電気設備の接続点にノード番号をつける。(図 4-10 内丸つき番号) 
(3) (1)および(2)の番号付けに従い、電気系統を有向グラフで表わすと、図 4-11
のようになる。 
(4) インシデンス行列 Aを作成する。式(4-8) 
(5) TAAT −+ •= を計算し接続遷移行列を作成する。ここで、 +A はインシデン
ス行列 Aの要素が 1 の部分を抜き出した行列、 −A は要素が-1 の部分を抜き
出し、1 と置きなおした行列である。式(4-9) 
(6) 接続遷移行列 T の累乗を計算することにより、電気設備から電源までの経路
が存在するか否かを判断することができる。 
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L1 L3 L2 L4 
    
図4-9  サンプル電気系統 
Fig. 4-9 Sample System 
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図4-10  有向グラフ番号とノード番号 
Fig. 4-10 Directional Graph and Node Number 
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図4-11  有向グラフ 
Fig. 4-11 Directional Graph of Sample System 
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                (4-9) 
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4.2.3 複雑系産業プラント電気設備の信頼度特性とプラント
コストデータ 
 
図 4-6 の複雑系プラントモデルで注目する電気設備としては、遮断器と変圧器の 2
種類とする。また、注目する電気設備およびその他の電気設備については以下の仮定
のもとで計算を行なう。 
 
(1) 発電機および商用電源系統の事故は除外し、常に信頼度を 1.0 (事故率 0%)
とする。 
(2) 負荷 L1～L15 自身の事故は除外し、常に信頼度を 1.0 (事故率 0%)とする。 
(3) メンテナンスを受けた電気設備は、メンテナンス前の信頼度から前回メン
テナンス時(1 回目のメンテナンス時は新規導入時)の 99%まで信頼度を回
復する。 
(4) 経年設備の新規設備への交換による費用と、メンテナンスを行なう場合に
必要な費用とのコスト比較は行なわず、経年による電気設備の交換はない
ものとする。 
(5) 初期不良、およびメンテナンス不備によるメンテナンス直後の極端な信頼
度低下はないものとする。 
 
表 4-5 および表 4-6 に変圧器および遮断器の信頼度計算パラメータを示す。表 4-5
は、経年の信頼度低下率が小さい領域で、ワイブル分布に従わない期間を示し、表 4-6
はワイブル分布に従う場合の経年信頼度低下パラメータを示している。各パラメータ
の値は実プラントにおける経験値および文献(2)、(3)のデータを参考として設定した。 
 
 
表 4-5  非ワイブル分布信頼度期間 
Table 4-5 Non- Weibull distribution Reliability Term 
Equipment Tr HV CB MV CB LV CB 
Days 1000 1000 1000 1000 
 
注) Tr.  ：変圧器 
    HV CB ：特高用遮断器 (11kV 以上) 
    MV CB ：高圧用遮断器 (1kV 超 11kV 未満) 
    LV CB ：配電用(低圧)遮断器 (1kV 以下) 
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表 4-6 電気設備パラメータ(ワイブル分布) 
Table 4-6  Electrical Equipment Parameter (Weibull Distribution) 
No Eq’t m α No Eq’t m α No Eq’t m α 
1 Tr 3.5 1000 27 MV CB 4.0 700 53 MV CB 4.0 700 
2 Tr 3.5 1000 28 MV CB 4.0 700 54 MV CB 4.0 700 
3 Tr 3.5 1000 29 MV CB 4.0 700 55 MV CB 4.0 700 
4 Tr 3.5 1000 30 MV CB 4.0 700 56 MV CB 4.0 700 
5 Tr 3.5 1000 31 MV CB 4.0 700 57 MV CB 4.0 700 
6 Tr 3.5 1000 32 MV CB 4.0 700 58 LV CB 4.0 700 
7 Tr 3.5 1000 33 MV CB 4.0 700 59 LV CB 4.0 700 
8 Tr 3.5 1000 34 MV CB 4.0 700 60 LV CB 4.0 700 
9 Tr 3.5 1000 35 MV CB 4.0 700 61 LV CB 4.0 700 
10 Tr 3.5 1000 36 MV CB 4.0 700 62 LV CB 4.0 700 
11 Tr 3.5 1000 37 MV CB 4.0 700 63 LV CB 4.0 700 
12 Tr 3.5 1000 38 MV CB 4.0 700 64 LV CB 4.0 700 
13 Tr 3.5 1000 39 MV CB 4.0 700 65 LV CB 4.0 700 
14 Tr 3.5 1000 40 MV CB 4.0 700 66 LV CB 4.0 700 
15 Tr 3.5 1000 41 MV CB 4.0 700 67 LV CB 4.0 700 
16 Tr 3.5 1000 42 MV CB 4.0 700 68 LV CB 4.0 700 
17 HV CB 4.0 700 43 MV CB 4.0 700 69 LV CB 4.0 700 
18 HV CB 4.0 700 44 MV CB 4.0 700 70 LV CB 4.0 700 
19 HV CB 4.0 700 45 MV CB 4.0 700 71 LV CB 4.0 700 
20 HV CB 4.0 700 46 MV CB 4.0 700 72 LV CB 4.0 700 
21 HV CB 4.0 700 47 MV CB 4.0 700 73 LV CB 4.0 700 
22 HV CB 4.0 700 48 MV CB 4.0 700 74 LV CB 4.0 700 
23 HV CB 4.0 700 49 MV CB 4.0 700 75 LV CB 4.0 700 
24 MV CB 4.0 700 50 MV CB 4.0 700 76 LV CB 4.0 700 
25 MV CB 4.0 700 51 MV CB 4.0 700 77 LV CB 4.0 700 
26 MV CB 4.0 700 52 MV CB 4.0 700 78 LV CB 4.0 700 
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表 4-7 にプラントおよびメンテナンスに関わるコストパラメータを示す。 
 
表 4-7  プラントコストパラメータ 
Table 4-7 Plant Cost Parameter  
tpl 
(days) 
Profit 
($/day) 
Planned Maintenance Fee 
(% for Equip. Cost) 
10 150,000 10 
tupl 
(days) 
Equipment Cost 
($) 
Unplanned Maintenance Fee 
(% for Equip. Cost) 
18 10,000,000 15 
Recovery Labor Cost 
($/day) 
Loss 
(% for Profit) 
Compensate 
(% for Profit) 
30,000 600 200 
 
各コストパラメータの内容は以下の通り。 
 
tpl ：計画停止時のプラント停止期間 (日) 
tupl ：計画外停止時(事故停止)のプラント停止期間 (日) 
Profit ：1 日当たりのプラント純利益 ($/日) 
Loss ：原材料やオフスペックとなり破棄された製品に関する
損失 (純利益に対する%) 
Compensate ：契約どおりの製品供給ができなかった場合の顧客への
損害賠償金 (純利益に対する%) 
Equipment Cost ：電気設備費用(初期導入時の購入費用を対象とし、工
事費や運転費は含まない) ($) 
Recovery Labor Cost ：計画外停止時の緊急対応人件費 ($/日) 
Planned Maintenance Fee ：計画停止時のメンテナンス総費用 (電気設備費用に対
する%) 
Unplanned Maintenance Fee ：計画外停止時のメンテナンス総費用(修理も含む) (電
気設備費用に対する%) 
 
各データは、産業プラントの製品や建設場所などにより異なるものである。本節の
検証では、複雑系プラントのモデルとなった地域のデータを基に設定を行なった。 
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4.2.4 数値計算結果に対する評価と考察 
 
表 4-8 に、数値計算より得られた結果の、プラントメンテナンス実行日と前回メン
テナンスからの間隔を示す。メンテナンスが実行されるのは、第３章で述べた条件で
ある PDCExUDC=  が成立したときとした。 
 
表 4-8  メンテナンス実行日と実行間隔 
Table 4-8  Maintenance Date and Interval 
Maint. No. 1 st 2 nd 3 rd 
Date 
(Interval) 
1302 
(-) 
2541 
(1239) 
3703 
(1162) 
 
表 4-8 より、1 回目のメンテナンスは 1302 日(約 3.57 年後)、2 回目のメンテナンス
は 2541 日(約 6.72 年、1 回目のメンテナンスから約 3.39 年後)、3 回目のメンテナン
スは 3703 日(2 回目のメンテナンスから約 3.18 年後)に実行することがプラント信頼
度の観点からは望ましいといえる。 
 
図 4-12 に経過日時に対するプラントの事故発生率(Plant FOR)を示す。また、図 4-13
に変圧器および遮断器の一つの信頼度曲線を示す。図 4-12 からは 1 回目、2 回目、3
回目のメンテナンス時期と判断した時期に、プラント事故発生率が約 0.1 から急激に
0.3 近傍まで上昇している事が観察される。 
 
図 4-13 からは、プラント内で多数使用されている遮断器の信頼度に着目すれば、遮
断器の信頼度が 0.96 を下回る時期になると図 4-12 のプラント事故発生率が高まる傾
向があることが分かる。そして遮断器の信頼度が 0.94 を下回る時期に入るとプラント
事故発生率が高い状態が継続するため、今回の検証モデルケースにおいては、遮断器
の信頼度が 0.94 (Transformer の信頼度は 0.95)となる時期がメンテナンス実行のひと
つの目安といえる。 
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図 4-12  プラントの事故発生率 
Fig. 4-12 Plant Forced Outage Rate (FOR) 
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図 4-13  変圧器・遮断器の信頼度曲線 
Fig. 4-13 Reliability Curve of Transformer and Circuit Breaker 
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4.3  まとめ 
 
本章では、第２章に述べたプラントのメンテナンス間隔を決定するに際して重要と
なる、プラント内の電気設備の信頼度とプラント全体信頼度の関係、および第３章で
示したプラントの全体信頼度のコスト化とメンテナンス間隔決定に対する概念および
簡易産業プラントモデルによる計算例を踏まえたうえで、複雑系産業プラント全体の
信頼度に注目した電気設備のメンテナンス間隔決定手法について提案し、その有効性
を明らかにした。 
 
まず 4.1 節で、第３章の計算に用いた簡易産業プラントモデルについて、大規模プ
ラントモデルへの拡張に向けた基礎検討として、モンテカルロ法を適用して模擬する
方法により、大規模モデルへの拡張に必要な手法を提案し、その有効性を明らかにし
た。また、電気設備の信頼度曲線の作成について、Sigmoid 関数近似とワイブル分布
近似を比較してその特性と優劣を整理し、複雑系産業プラント電気設備のメンテナン
ス間隔を決定するための手法への適用を明らかにした。 
更に、大規模複雑系への拡張に対する課題についても 4.1 節で整理し、4.2 節で取り
組むべき点を明らかにした。 
 
4.2 節では、提案手法の実規模プラントへの適用を目指し、まず、複雑系産業プラ
ントのモデル化を行なった。次に、4.1 節で整理された、メンテナンス間隔決定手法
の大規模複雑系産業プラントへの適用課題に対する解決策を提示し、その有効性を検
証した。 
 
複雑系プラントモデルへの提案手法適用にあたり、大きな問題となる電気設備事故
時のプラント停止判定については、グラフ理論に基づいた、電源と各電気設備間の電
気供給経路探索手法を適用することで、事故テーブルを作成することなくプラント停
止判定が可能となることを明らかにした。この経路探索手法は、膨大な電気設備事故
の組み合わせとプラントの運転・停止の判定を、計算機を用いて漏れなく検証するこ
とができるものである。 
 
経路探索手法による事故判定と、電気設備の信頼度曲線に基づいた産業プラント内
の電気設備の事故発生状態をモンテカルロ法で生成することにより、最適なメンテナ
ンス間隔を決定できることを産業プラントモデルによる数値計算例を通して明らかに
した。本章で提案した手法を用いれば、いかなる複雑な電気系統構成および運転モー
ドにおいても十分対応できることを実証した。 
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第５章 自家発電設備冗長度の 
    メンテナンス計画に対する影響 
 
 
 
 
わが国における産業プラントでは、自家発電設備が多く導入されている。その導入
目的としては、商用電源停電時のバックアップとしての機能、プラント内で発生する
ガス・蒸気の有効利用、単独もしくは商用電源との併用により契約電力量を下げるな
どがある。一方海外では、特に途上国を中心に主電源として自家発電設備を導入する
ケースが多い。この背景には、国全体としての電力網整備状況の遅れや発電電力不足
による輪番または計画外の停電が多いなど、電力の供給信頼度に関わる要因がある。 
 
従来、産業プラントの信頼度向上策としては、主となる商用電源系統に加えて、発
電設備 1 台あるいは電気系統 1 系統の冗長導入が通常であり、信頼度検討も 1 台(1 系
統)冗長の条件下で行なうことが一般的である。しかしながら、このような検討の条件
としては発電設備がすべて稼働可能であることを前提にしており、メンテナンス時に
おける設備数減少のリスクは考慮しておらず、またそのような観点での評価手法が十
分に確立してはいなかったといえる。 
 
本章では、産業プラントに導入される自家発電設備について、冗長度がプラントの
信頼度に与える影響評価に加え、メンテナンス計画に与える影響について述べる。 
 
まず 5.1 節では、自家発電設備の冗長導入とプラント全体の信頼度との関係につい
て述べる。また、プラントの信頼度が変化することによって、プラントのメンテナン
ス計画に与える影響についてまとめる。 
 
続く 5.2 節では、プラントメンテナンス期間中における、発電設備の冗長導入の効
果をプラント全体の信頼度向上と経済性の観点から考察し、最適な発電設備導入決定
手法を提案し、その有効性を検証する。 
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5.1 自家発電設備冗長導入と信頼度およびメンテナン
ス計画との関係 
 
本節では、主電源を自家発電設備とし、電力会社などの外部の発電事業者から電力
供給を受けていない産業プラントについて、自家発電設備の冗長導入とプラント全体
の信頼度向上効果の関係、および自家発電設備の冗長導入がプラントのメンテナンス
計画へ与える影響について述べる。 
 
自家発電設備の事故率と導入台数の違いが信頼度に与える影響を明らかにするた
めに、図 5-1 から 5-3 に、事故率が異なる発電設備と導入台数による自家発電設備群
の合成事故率の変化を示す。 
 
プラント内で必要とされる電気負荷の合計容量は自家発電設備の台数に関わらず
一定であるので、導入台数が増えると自家発電設備 1 台当たりに要求される発電容量
は減少する。すなわち、1 台冗長の条件下での自家発電設備の 2 台導入の場合、必要
とされる電気負荷の合計容量と等しい発電容量を持つ自家発電設備が 2 台導入され、1
台が常時稼動、残り 1 台は Spare(予備設備)となる。3 台導入の場合は必要とされる電
気負荷の合計容量の半分の発電容量を持つ自家発電設備が 3 台導入され、2 台が常時
稼動、残り 1 台が Spare となることが通常である。まれに、1 台で必要とされる電気
負荷の合計容量の全量をまかない、残りの 2 台が予備となることがあるが、ここでは
検討の対象外とする。 
 
ある時間断面において、設置された全ての自家発電設備が同容量、同時独立かつ冗
長発電設備が 1 台の自家発電設備群が導入されている場合を考える。自家発電設備の
事故でプラントが停止に至る条件は、2 台以上の自家発電設備が同時に事故停止する
ので、この条件を満たす自家発電設備群の合成事故率は、次式のようになる。 
 
∏∏∏
∏∏
∏∏
+−+
+−
+−=
−
−
NG
G
NG
NG
G
NG
GNGNG
NG
GGNG
NG
GGNGGI
FORFORFORC
FORFORC
FORFORCFOR
1
1
1
1
4
3
1
3
3
2
1
2
)}1(*{
)}1(*{
)}1(*{
K
        (5-1) 
 
ただし、 
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FORGI：プラントが停止する場合の自家発電設備群の合成事故率 
NG ：自家発電設備総数 
FORG ：自家発電設備の事故率 
 
である。 
 
図 5-1は、事故率が 5% (FOR(Forced outage rate)=0.05)の自家発電設備の導入台数と、
自家発電設備グループ全体としての事故率の変化を 1 台冗長の条件下で比較したグラ
フである。式(5-1)で FORG=0.05 とし NG を 2 から 15 まで増加させて計算したもので
ある。導入台数が増加するに従い事故率が増加し、自家発電設備の導入台数が 7 台(常
時稼動 6 台、Spare 1 台の構成)までは、Spare なしの単独導入時（事故率 5%、FOR=0.05）
より高い信頼度を維持している。しかしながら、導入台数が 8 台を超えると、自家発
電設備が冗長導入されているにも関わらず単独導入時よりも事故率が高くなっている。
これは、常時稼動の自家発電設備台数が増加することによって、全ての常時稼動発電
設備が同時に健全に運転される確率が下がるためである。 
 
図5-1  自家発電設備の導入台数と事故率 (FOR=0.05) 
Fig. 5-1 Forced Outage Rate and Generator Installation (FOR=0.05) 
 
図 5-2 は、事故率が 3% (FOR=0.03)の自家発電設備の導入台数と、自家発電設備グ
ループ全体としての事故率の変化を 1 台冗長の条件下で比較したグラフである。式
(5-1)で FORG=0.03 とし NG を 2 から 15 まで増加させて計算したものである。自家発電
設備の導入台数と事故率変化の傾向は、事故率が 5%の場合と同様である。ただし、自
家発電設備の事故率が低い分、9 台まで導入台数を増やしても単独導入時の事故率よ
り、冗長導入の場合の事故率が低くなっている。 
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図5-2  自家発電設備の導入台数と事故率 (FOR=0.03) 
Fig. 5-2 Reliability and Generator Installation (FOR=0.03) 
 
同様にして、図 5-3 は、事故率が 1% (FOR=0.01)の自家発電設備の導入台数と、自
家発電設備グループ全体としての事故率の変化を 1 台冗長の条件下で比較したグラフ
である。式(5-1)で FORG=0.01とし NGを 2から 15まで増加させて計算したものである。
自家発電設備の導入台数と事故率変化の傾向は事故率が 5%および 3%の場合と同様で
ある。ただし、自家発電設備の事故率が非常に低い分、15 台まで導入台数を増やして
も単独導入時の事故率より、冗長導入の場合の事故率が低くなっている。 
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図5-3  自家発電設備の導入台数と事故率 (FOR=0.01) 
Fig. 5-3 Reliability and generator installation (FOR=0.01) 
 
図 5-4 に自家発電設備の導入手法ごとのプラント全体の信頼度比較を示す。自家発
電設備を冗長導入した場合が最もプラント信頼度が高くなり、冗長導入がない場合に
は複数台の導入よりも単独導入とするほうがより高いプラント信頼度となることを示
している。 
 
 
Single 
Multi without Redundancy
Multi with Redundancy 
Time (yrs) 0
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図5-4 発電設備導入手法ごとの信頼度比較 
Fig. 5-4 Reliability Comparison of Generator Installation Scheme 
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ここで、自家発電設備のメンテナンスと導入台数について考えてみると、冗長導入
された自家発電設備がない(すなわち、Spare の自家発電設備がない)場合には、1 台の
自家発電設備がメンテナンス中となっただけで、要求される電気負荷に対して発電容
量が不足し、プラントを停止せざるを得なくなる。この場合、メンテナンスを行なっ
ていない残りの自家発電設備は実質的に無駄な停止を強いられているといえる。 
 
一方、冗長導入された自家発電設備があることにより、上記の状況がどのように変
化するかを考えると以下のようなメリットがある。 
 
(1) 冗長導入された自家発電設備も含めて全ての自家発電設備が稼動可能な状態 
 (いずれの自家発電設備もメンテナンス中で非稼動とはならない)の時、通常
運転時のプラント全体の信頼度が向上する。 
(2) 自家発電設備のメンテナンスを 1 台ずつ、あるいは冗長導入台数ずつ順番に
行うことにより、自家発電設備のメンテナンス期間中であってもプラントを
継続して運転できる。 
(3) プラントの運転継続時間を確保するために、集中した自家発電設備のメンテ
ナンス期間を定める必要がなく、個々の自家発電設備のメンテナンス計画の
柔軟性が高くなる。 
 
自家発電設備の冗長導入は、上記のような信頼度とメンテナンス計画上のメリット
がある反面、経済性にはデメリットが生ずる。主なデメリットは以下の通り。 
 
(1) 自家発電設備とその付帯設備の導入にかかるコストが冗長分だけ増加する。 
(2) 自家発電設備のメンテナンス費用の総額が冗長分だけ多くなる。 
(3) 個々の自家発電設備のメンテナンス実行時期に対する自由度が高いことによ
り、個々の自家発電設備のメンテナンス実行時期の組み合わせが多くなり、
経済性を考慮した最適な実行時期の決定プロセスが複雑になる。 
 
自家発電設備の導入台数の決定には、上記のメリットを活かしつつ、デメリットを
軽減するための手法が必要である。次節において、プラントの信頼度と経済性のバラ
ンスをとった最適な自家発電設備の導入台数決定手法について述べる。 
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5.2 信頼度を考慮した自家発電設備の最適導入計画 
 
本節では、産業プラントに導入された自家発電設備のメンテナンス期間における自
家発電設備事故によるプラント停止確率を定式化し、第３章にて導入したプラント信
頼度のコスト化の概念を適用することにより、自家発電設備のメンテナンス期間にお
ける自家発電設備事故によるプラント停止をコスト化する。それにより、コスト化さ
れたプラント停止リスクを用いて、自家発電設備の最適導入台数を決定する手法を提
案し、プラント電気系統モデルによる数値計算例でその有効性を示す。 
 
産業プラントの事故停止確率の定式化のため、産業プラントが自家発電設備の事故
により停止する条件を整理する。 
 
産業プラント内の自家発電設備の内、何台かがメンテナンスにより発電を停止して
いる場合も含め、プラントが運転を継続する条件は次式となる。 
 
PLDG
NG
j
j ≥∑
=1
                                          (5-2) 
 
ただし、 
 
NG ：自家発電設備総数 
DGj ：自家発電設備の発電容量 
PL ：プラント運用に必要な負荷合計 
 
である。メンテナンス中の自家発電設備は発電容量をゼロとして算入する。 
 
プラントの停止確率は、要求される発電量を全体の自家発電設備が発電できない確
率である。ここで、メンテナンス中の自家発電設備の事故率を 0 とし、事故停止した
自家発電設備に注目してプラントの停止確率を求めると、冗長導入された自家発電設
備の有無により、次の 2 式のように場合わけできる。ただし、前提条件として、発電
設備を複数台導入した場合、各発電設備容量が等しくなるよう導入するものとする。 
 
(1) 自家発電設備が冗長に導入されている場合 
 
自家発電設備が冗長に導入されている場合のプラント停止条件は、自家発電
設備の冗長数よりも 1 台以上多くの自家発電設備が同時に事故停止することで
ある。したがって、プラントの事故停止確率は、事故停止する自家発電設備と
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正常稼動している自家発電設備の確率の組み合わせを事故停止台数ごとに求め
たものの和となり、次式のように表わせる。 
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ただし、 
PFault ：プラント停止確率 
NR   ：冗長導入された自家発電設備の台数 
FORj ,：事故停止している自家発電設備の事故率 
FOR k ：正常稼動している自家発電設備の事故率 
 
である。 
 
(2) 発電設備容量が冗長に導入されていない場合 
 
自家発電設備が冗長に導入されていない場合のプラント停止率は、全自家発
電設備が正常に稼動している場合以外の確率となるため、1 から全自家発電設
備の正常稼動確率を減じた値となるため、次式のように表せる。 
 
∏ −−= NG kFault FORP
1
)1(1
                                   (5-4) 
 
自家発電設備のメンテナンス時の停止リスクは、計画外停止コストの期待値をメン
テナンス継続期間で積分することにより求められる。計画外停止コストの期待値は、
プラント計画外停止時 UDC にプラント停止確率である PFault を乗じたものとなる。し
たがって、次式のように表わせる。 
 
∫=
MTE
MTS
FaultMT P*)t,x(UDCOR                                  (5-5) 
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ただし、 
ORMT：メンテナンス期間中のプラント停電リスク 
MTS ：メンテナンス開始日 
MTE ：メンテナンス終了日 
 
である。 
 
図 5-5 に検証用のプラント電気系統モデルを示す。プラントは複数の自家発電設備
と、電気負荷群からなる Line とで構成されている。更に Line は二重化されており、
一方は常時稼働(Line 番号の後に-M で表示)で残りの一方は予備(Line 番号の後に-S で
表示)となっている。電気負荷群の構成も Line に従い、二重化されて一方が常時稼働、
残りの一方が予備の構成となっている。 
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Line 1-S 
Line 2-S 
Line 3-S 
 
図5-5  プラント電気系統モデル 
Fig. 5-5 Plant Electrical Circuit Model 
 
図 5-6 に産業プラントの日負荷曲線の概形を示す。多くの場合、プラントは 24 時
間定出力で連続運転する電気負荷が多い。また、間欠運転の電気負荷もあるが、全て
の間欠運転負荷がまったく同時に起動や停止を行なうことはほとんどないので、合計
容量に負荷率をかけた連続負荷とみなして計算して差し支えないと考えられるため、
本章の検証では間欠運転の負荷も連続運転の負荷として電気負荷の容量を計算する。 
 
本章では、発電設備が一括してプラント内の負荷に電力を供給するものとして評価
を行なう。したがって、自家発電設備の容量決定という観点でのプラント内の負荷は、
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常時稼働の連続運転を行なう全負荷のピーク時合計容量をもつ一つのプラント等価負
荷 PL で表わすことができる。この概念に基づいた等価プラント電気系統モデルは図
5-7 のようになる。 
0
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図5-6  プラントの日負荷曲線(概形) 
Fig. 5-6 Daily Load Curve of Plant (Typical Shape) 
 
G 
G 
G 
PL 
(Plant Load) 
 
図5-7 発電設備からみた等価プラント電気系統モデル 
Fig. 5-7 Equivalent Plant Electrical Circuit Model on Generator Side 
 
導入される発電設備の容量はそれぞれ等しいとする。また、発電設備の事故率は製
作者の公称値(保証値)を採用する。一般に、製作者の公称値は製作時のばらつきを考
慮して、実際の信頼度より厳しめの数値が採用されているので、公称値は制作者が保
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証期間において想定する事故率の最悪値と考えられる(図 5-8 に概念図を示す)。した
がって、想定される最悪値の事故率を用いて計算することは、最大値を与えるプラン
ト停止リスクに対して評価を行なうこととなる。想定される最大のリスクに対して経
済的なメリットが出る境界点を、導入する自家発電設備の限界条件とみなすことがで
きる。 
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図5-8  評価点における自家発電設備の信頼度 
Fig. 5-8 Generator Reliability of Focused Point 
 
表 5-1 から 5-3 に、試算に使用したプラントおよび発電設備の各パラメータを示す。
表 5-1 におけるプラントの発電設備事故率は、各発電設備共通の値として、
FORG(Forced Outage Rate of Generator)で示した。また、文献(1)を参考にして、発電設
備の初期導入費用にスケールメリットを設定した(表 5-3)。 
 
また、表 5-4 および表 5-5 に、文献(1)で紹介されている自家発電設備の主なコス
トの調査結果を示す。本節の検討では、小容量から大容量まで幅広く対応でき、実際
のプラントへの導入実績も多いディーゼルエンジンによる自家発電設備のコストをパ
ラメータ決定の参考としている。 
 
表5-1 プラント基本パラメータ 
Table 5-1 Basic Plant Parameters 
Parameter FORG (%) Plant Load (kW) UDC($/Shutdown day) 
Value 5 6000 150,000 
 
自家発電設備の事故率は、プラントが建設される地域には電気設備にとって厳しい
環境となる地域が多いことから、5%と高めに設定した。 
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合計の負荷容量とプラントの計画外停止費用 UDC の値は、第４章と同様にある国
の化学プラントの一部をモデルとして設定している。常時稼働の連続運転の電気負荷
が 5000kW、間欠運転の電気負荷の連続負荷としての寄与分を 1000kW とし、等価プ
ラント電気負荷の容量を 6000kW とする。 
 
表5-2 発電設備費用パラメータ 
Table 5-2 Generator Cost Parameters 
Parameter Turnkey Cost 
($/kW) 
Maintenance Cost 
(%/year)  
Heat Recovery Cost 
($/kW) 
Value 600 - 800 20 150 
 
メンテナンスコストも、表 5-1 の設定と同様にある国の化学プラントをモデルとし
て設定している。また、自家発電設備のメンテナンスは 1 年に 1 度 1 台ずつ行い、1
台あたりのメンテナンス期間は 3 週間とし、メンテナンス費用は 1 回あたり初期導入
費用の 20%とする。 
 
表5-3 容量別初期導入費用 
Table 5-3 Turnkey Cost Variation 
Capacity (kW) Below 3000 3000 and above 
Cost ($/kW) 800 600 
 
自家発電設備の初期導入費用は、償却期間(本論文では 5 年とした)で除した値とし
て毎年のメンテナンスコストに加算して計算する。 
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表 5-4  主な電源の導入・運転費用 
Table 5-4 Installation and Operation Cost of Major Power Source 
 
出典：International Energy Agency, “Distributed Generation in Liberalized Electricity Markets” 
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表 5-5  主な電源の費用スケールメリット 
Table 5-5 Scale Merit of Major Power Source 
 
出典：International Energy Agency, “Distributed Generation in Liberalized Electricity Markets” 
 
 
表 5-6 に自家発電設備台数によるメンテナンスコストとプラント停止リスクを示す。 
 
表 5-6 より、大容量の発電設備を冗長に導入するとプラント停止リスク低減に大き
な効果があることがわかる。ただし、大容量の発電設備冗長導入では導入コストとメ
ンテナンスコストも大きくなるため、トータルのコストとプラント停止リスクのバラ
ンスを考慮した計画が必要になる。 
 
提案手法では、表 5-6 のように自家発電設備の台数と関係するコストを列挙するこ
とにより、プラント所有者がプラント停止リスクの低減度合と発電設備コストとのバ
ランスを考慮して発電設備の構成を決定することが可能となる。 
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表5-6 メンテナンスコストとプラント停止リスク 
Table 5-6 Maintenance Cost and Plant Shutdown Risk 
No. of Generators 2 3 4 5 
Maintenance Period (Days) 42 63 84 105 
Maintenance Cost ($) 24,000 18,000 16,000 15,000 
Shutdown Risk ($) 7,500 14,625 21,394 27,824 
 
図 5-9 に自家発電設備の導入台数と利益を示す。また、図 5-10 に自家発電設備の導
入容量と利益を示す。図 5-9 における 1+1(合計 2)台の導入容量が図 5-10 における
12,000kW の導入容量に相当し、4+1(合計 5)台の導入容量が 7,500kW に相当する。利
益は、プラントの通常運転により得られる売上からメンテナンスコストとプラント停
止リスクを減じた差分に相当する。 
 
図 5-9 および 5-10 より、1 台の容量が 3,000kW の自家発電設備を 3 台(内 1 台は予
備)として導入した場合が最も利益が大きくなることがわかる。また、1 台の容量が
6,000kW の自家発電設備を 2 台(内 1 台は予備)導入しても利益が出ることがわかる。
自家発電設備の容量を 3,000kW より小さくして台数を多くしても信頼度低下による
プラント停止リスクの増大により利益はマイナスとなっている。本節の設定条件では、
自家発電設備 1台の容量として 3,000kW が利益の出る容量の下限であると同時に最も
利益が大きくなる容量であるとの結果となった。 
 
図5-9  自家発電設備の導入台数と利益（予備機1台） 
Fig.5-9 Generator Installation Numbers and Profit (1 Set Spare) 
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図5-10  自家発電設備の導入容量と利益（予備機1台） 
Fig. 5-10 Generator Installation Capacity and Profit (1 Set Spare) 
 
図 5-11 に自家発電設備のコストに関する設定を変えずに、予備の自家発電設備を 2
台とした場合の自家発電設備の導入台数と利益を示す。また、図 5-12 に自家発電設備
の導入容量と利益を示す。 
 
冗長に導入される自家発電設備が 1 台の時と同様に、1 台の自家発電設備容量が
3,000kW の場合に最も利益が大きくなっていることがわかる。ただし、冗長の自家発
電設備が 1台の場合に利益が出ていた 6,000kW の自家発電設備の導入では利益がマイ
ナスとなっており、自家発電設備 1 台の容量として 3,000kW が利益の出る唯一の容量
となっていることがわかる。しかも利益も 1 台冗長の場合と比較して非常に小さい。
これは、冗長導入する自家発電設備の費用が大きくなり、信頼度向上などによるメリ
ットを圧迫、あるいは上回っていることを示しており、自家発電設備が過剰な冗長導
入となっていることを示している。 
 
このように、提案手法による自家発電設備の導入量決定においては、自家発電設備
の容量と冗長導入する台数の最適化が行なえることが明らかとなった。 
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図5-11  自家発電設備の導入台数と利益（予備機2台） 
Fig. 5-11 Generator Installation Numbers and Profit (2 Sets Spare) 
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図5-12  自家発電設備の導入容量と利益（予備機2台） 
Fig. 5-12 Generator Installation Capacity and Profit (2 Sets Spare) 
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本節では、産業プラントに導入された自家発電設備のメンテナンス時のプラント停
止リスクをコスト化し、最適な導入台数決定手法を提案した。 
 
提案手法により、発電設備の容量と台数構成に従ってメンテナンス時の停止リスク
を定量的に把握することが可能となり、プラント所有者がプラント信頼度と経済性の
バランスがとれた自家発電設備の導入・増設計画策定に有効であることをモデル系統
による計算例で示した。 
 
自家発電設備の導入および運転に関係する費用は、電源の種類や容量によってかな
り広範囲な広がりがあるため、実プラントへの適用に当たってはコストに関係するデ
ータを適切に収集する必要がある。実際の自家発電設備各種データについては今後の
調査研究に負うところが大きい。 
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5.3 まとめ 
 
本章では、産業プラントに導入される自家発電設備の冗長度とプラント全体の信頼
度およびメンテナンス計画の関係に注目し、自家発電設備の冗長導入によるプラント
信頼度の向上効果および冗長導入がある場合とない場合とでのメンテナンス計画の相
違点についてまとめた。 
 
また、自家発電設備の冗長導入による信頼度に、第３章で提案したプラント信頼度
のコスト化の概念を適用することにより、プラントの信頼度と経済性とのバランスを
とった自家発電設備の導入台数決定手法を提案し、モデル系統を用いて提案手法の有
効性を明らかにした。更に、提案手法を用いることにより、プラントの自家発電設備
の冗長度とコストの均衡点の傾向を可視化することにも成功した。 
 
本章の検証を通じて、産業プラントにおける自家発電設備導入台数決定において、
信頼度と経済性のバランスをとった数値的な裏づけが可能となることが明らかとなっ
た。 
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本論文の各章で得られた知見は以下の通りである。 
 
第 1 章では、人類が豊かな生活を営む上で基盤となっている、産業プラントの置
かれた位置付けを確認し、その発展の経緯と変遷を整理した。産業プラントは、社
会からの要求として継続的運転が至上命題であり、その継続的運転において重要な
地位を占める電気設備のメンテナンス思想の状況を述べた。 
 
産業プラントの中で化学プラントの変遷をたどってみると、化学プラントの勃興
期とそれに続く高度成長期においては、新規プラントの建設と増設に焦点がおかれ、
プラントのメンテナンス・保全には必ずしも重きがおかれたとはいえない状況であ
った。 
しかしながら、発展の経緯の中で、オイル価格の急激な上昇をみたオイルショッ
クと、リーマンショックに代表される経済の急激な縮小により、継続的な運転を続
けるためには闇雲な新規のプラント建設のみでなく、着実なプラントのメンテナン
スの重要性が認識されてきた。その中で、事故が発生する前にそのリスクを解消す
る、予防保全に対し研究が進められてきており、法律にて定められた時期およびベ
ンダー推奨時期を考慮し、前もって定めた期間で定期的にメンテナンスを行なう、
時間基準保全  Time-Based Maintenance（TBM)が行なわれてきた。しかし、確実な
事故リスクの解消という点と、メンテナンス過度に対する危惧といった点から、満
足できるメンテナンス決定方法とはいえなかったといえる。 
 
そのような背景から、理論的な最適メンテナンス計画の策定の重要性が認識され、故
障・破損の恐れを前もって察知する目的で、プラント内機器の状態監視を行なうことで
メンテナンス時期を判断する Condition-Based Maintenance (CBM) の研究が進められて
きている。また、信頼度を重視したメンテナンスの重要性に対する認識が高くなり、
Reliability Centered Maintenance (RCM)という考え方に基づいたメンテナンスが提案され
ており、産業プラントの特徴から、RCM 適用の有用性を明らかにした。 
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 第２章では、電気設備メンテナンス計画の検討を進めるに際して重要な要素とな
る、信頼度の基礎的な考え方を整理し、電気設備が産業プラント全体の信頼度に与
える影響と個々の電気設備それぞれの信頼度の状況、およびその表わし方について
明らかにした。 
 
電気設備の寿命においては、電気学会技術報告書を参照することで、バスタブカ
ーブを照会し、電気設備のメンテナンスを考える上で寿命の点からの用語を整理す
ると共に、どの範囲を検討対象とするかを明確にした。 
 
プラント内電気設備の信頼度の表わし方では、一般的な信頼度曲線を整理し、そ
の上で信頼度曲線を Sigmoid 関数とワイブル分布関数による定式化を行ない、信頼度
曲線作成の理論的背景を明らかにした。また、実際の電気設備を例にそれぞれの関数
におけるパラメータ設定を行なった。 
 
 第３章では、産業プラントが停止する場合にどのような項目に目を向ける必要が
あるか、また、どのような費用が発生するかを定量的に考察し明らかにした。 
 
プラントの停止が事前に計画され、経済的な影響度を最小限に抑えた場合に発生
する費用と、事故・故障といった突発的な計画外に発生する費用は自ずと異なる事
を明確にし、その中で、突発的な計画外の停止は、個々の電気設備の事故・故障の
発生確率と系統構成が係ることで生じるプラントの全停止であることから、個々の
電気設備の信頼度とプラント全体信頼度が大きく係ってくることを示した。 
 
次に、プラント全体の信頼度を考慮することで、事前に計画されたプラントの停
止と、計画外の停止を比較検討する手法についてまとめた。さらに、第２章でのプ
ラント全体の信頼度と停止において発生する費用とを融合することで、プラント全
体信頼度のコスト化を計り、メンテナンス実施間隔の定量的な判断指標の概念を示
し、最適メンテナンス間隔決定手法の基礎を整理した。また、簡易産業プラントモ
デルを使用し、最適なメンテナンス間隔決定の基本的な手順を実証した。 
 
第４章では、第２章に述べたプラントのメンテナンス間隔を決定するに際して重要
となる、プラント内の電気設備の信頼度とプラント全体信頼度の関係を踏まえ、第３
章で示したプラントの全体信頼度のコスト化とメンテナンス間隔決定に対する概念お
よび簡易産業プラントモデルによる計算例を基礎として、複雑系産業プラント全体の
信頼度に注目した電気設備のメンテナンス間隔決定手法について提案し、その有効性
を明らかにした。 
 
まず、第３章の計算に用いた簡易産業プラントモデルについて、大規模プラントモデ
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ルへの拡張に向けた基礎検討として、モンテカルロ法を適用して模擬する方法により、
大規模モデルへの拡張に必要な手法を提案し、その有効性を明らかにした。 
次に、提案手法の実規模プラントへの適用を目指し、複雑系産業プラントのモデル
化と、電気設備の信頼度に基づいた産業プラントメンテナンス間隔決定手法の、大規
模複雑系産業プラントへの適用課題に対する解決策を提示し、その有効性を検証した。 
 
複雑な産業プラント電気設備モデルを対象にした最適メンテナンス間隔決定手
法は、グラフ理論に基づいた、電源と各電気設備間の電気供給経路探索手法を適用す
ることで、いかなる複雑な電気系統に対しても有効であることを明らかにした。ま
た、ここで提案した手法が産業プラント電気設備のみならず、発展・拡大の可能性
が大きいことを示唆した。 
 
産業界においては、信頼度とリスクを有機的に関連付けることで、事業計画にお
ける費用対効果をいかに定量的に評価するかが重要である。そのための考え方と解
析手法として、本論文で提案した概念および手法を発展・適用されることが期待さ
れる。 
さらに、広く社会生活においてもあらゆる活動が、活動に関連する物の信頼度と
活動によって管理されるリスクから成り立っており、活動の有効性と効果を判断す
る場合に、本論文で提案した概念を用いることで解かりやすく説得力のある整理が
可能と思われる。 
 
 第５章では、産業プラント電気設備において、プラント全体の信頼度を高める上
で採用されている種々の電気設備の冗長性が、どのようにメンテナンス計画に影響
しているかを信頼度の観点から比較評価を行なった。 
比較評価の対象として、プラント内電気設備として重要な機器である自家発電設
備を取り上げ、プラントの計画・設計および最適導入計画の示唆を与えた。 
従来では、電気設備の冗長度を増加すれば、プラント全体の信頼度は自ずと高ま
ると言った漠然とした経験から設備設置計画を策定してきたと言えるが、本論文で
提案した手法を用いれば、運用の全体計画にも踏み込んでの定量的な提案が可能で
あろう。 
 
以上の各章から得られた知見により本論文の提案手法は、産業プラントの持つ社
会的な使命である連続運転と突発的な計画外停止リスクの低減への課題に対し、適
切なプラント電気設備のメンテナンス計画を策定する上で、大きな示唆を与えるも
のである。 
 
従来では、過去の経験と勘、および法規上からの規定期日のみがその指標となっ
ていた。その中で本論文にて提案した手法は、コストという指標を用いることで具
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体的な経営判断材料を提供し、的確なメンテナンス間隔の決定に有効であると確信
する。昨今の費用対効果重視の流れから、本提案手法が多くの産業プラントにおい
て適用され、説得性のあるプラントメンテナンス間隔が決議・決定され、プラント
が安全でかつ継続して運転されることを願ってやまない。 
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